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第１章 総則 

 

 （約款の適用） 

第１条 当社は、このＩＰ通信網サービス契約約款（料金表を含みます。以下「約款」といいます。）により、ＩＰ通信網

サービス（当社がこの約款以外の契約約款及び料金表を定め、それにより提供するものを除きます。）を提供しま

す。 

 

 （約款の変更） 

第２条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合の提供条件は、変更後の約款によります。 

 

 （用語の定義） 

第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用   語 用 語 の 意 味 

１ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

２ 電気通信サービス 電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通信設備を

他人の通信の用に供すること 

３ ＩＰ通信網 主としてデータ通信の用に供することを目的としてインターネットプロトコルによ

り符号の伝送交換を行うための電気通信回線設備（送信の場所と受信の場所

との間を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される交換設備並び

にこれらの付属をいいます。以下同じとします。） 

４ ＩＰ通信網サービス ＩＰ通信網を使用して行う電気通信サービス 

４の２ 有線アクセスサービス ＩＰ通信網サービスのうち、有線アクセスを使用して行う電気通信サービス 

４の３ 無線アクセスサービス ＩＰ通信網サービスのうち、無線アクセスを使用して行う電気通信サービス 

４の４ ＡＤＳＬアクセスサービ

ス 

ＩＰ通信網サービスのうち、ＡＤＳＬアクセスを使用して行う電気通信サービス 

4 の 5 ビジネスＶＰＮサービス ＩＰ通信網サービスのうち、ビジネスＶＰＮ装置（「契約者回線等」における（5）そ

の他当社が必要により設置する電気通信設備）を使用して行う電気通信サー

ビス 

５ ＩＰ通信網サービス取扱局 電気通信設備を設置し、それによりＩＰ通信網サービスに関する業務を行う当

社の事業所 

５の２ 有線アクセスサービス

取扱局 

電気通信設備を設置し、それにより有線アクセスサービスに関する業務を行う

当社の事業所 

５の３ 無線アクセスサービス

取扱局 

電気通信設備を設置し、それにより無線アクセスサービスに関する業務を行う

当社の事業所 

５の４ ＡＤＳＬアクセスサービ

ス取扱局 

電気通信設備を設置し、それによりＡＤＳＬアクセスサービスに関する業務を行

う当社の事業所 

5 の 5 ビジネスＶＰＮサービス

取扱局 

電気通信設備を設置し、それによりビジネスＶＰＮサービスに関する業務を行う

当社の事業所 

６ ＩＰ通信網サービス取扱所 (1) ＩＰ通信網サービスに関する契約事務を行う当社の事業所 

(2) 当社の委託によりＩＰ通信網サービスに関する契約事務を行う者の事業所 

６の２ 有線アクセスサービス

取扱所 

(1)有線アクセスサービスに関する契約事務を行う当社の事業所 

(2)当社の委託により有線アクセスサービスに関する契約事務を行う者の事業

所 

６の３ 無線アクセスサービス

取扱所 

(1)無線アクセスサービスに関する契約事務を行う当社の事業所 

(2)当社の委託により無線アクセスサービスに関する契約事務を行う者の事業
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所 

６の４ ＡＤＳＬアクセスサービ

ス取扱所 

(1)ＡＤＳＬアクセスサービスに関する契約事務を行う当社の事業所 

(2)当社の委託によりＡＤＳＬアクセスサービスに関する契約事務を行う者の事

業所 

6 の 5 ビジネスＶＰＮサービス

取扱所 

(1)ビジネスＶＰＮサービスに関する契約事務を行う当社の事業所 

(2)当社の委託によりビジネスＶＰＮサービスに関する契約事務を行う者の事業

所 

７ 取扱局交換設備 ＩＰ通信網サービス取扱局に設置される交換設備 

８ 基地局 無線アクセスサービス取扱局のうち、契約者回線を収容する無線アクセスサー

ビス取扱局 

９ ＩＰ通信網サービス契約 当社からＩＰ通信網サービスの提供を受けるための契約 

９の２ 有線アクセスサービス

契約 

当社から有線アクセスサービスの提供を受けるための契約 

９の３ 無線アクセスサービス 

契約 

当社から無線アクセスサービスの提供を受けるための契約 

９の４ ＡＤＳＬアクセスサービ

ス契約 

当社からＡＤＳＬアクセスサービスの提供を受けるための契約 

9 の 5 ビジネスＶＰＮサービス

契約 

当社からビジネスＶＰＮサービスの提供を受けるための契約 

10 ＩＰ通信網サービス契約者 当社とＩＰ通信網サービス契約を締結している者 

10 の２ 有線アクセスサービス

契約者 

当社と有線アクセスサービス契約を締結している者 

10 の３ 無線アクセスサービス

契約者 

当社と無線アクセスサービス契約を締結している者 

10の４ ＡＤＳＬアクセスサービ

ス契約者 

当社とＡＤＳＬアクセスサービス契約を締結している者 

10 の 5 ビジネスＶＰＮサービ

ス契約者 

当社とビジネスＶＰＮサービス契約を締結している者 

11 契約者回線 ＩＰ通信網サービス契約に基づいてＩＰ通信網サービス取扱局内に設置された

取扱局交換設備等又は基地局と、ＩＰ通信網サービス契約者が指定する場所

に設置する電気通信設備との間に設置される電気通信回線 

11 の２ 有線アクセスサービス

契約者回線 

有線アクセスサービス契約に基づいて有線アクセスサービス取扱局内に設置

された取扱局交換設備等と、有線アクセスサービス契約者が指定する場所に

設置される電気通信設備との間に設置される電気通信回線 

11 の３ 無線アクセスサービス

契約者回線 

無線アクセスサービス契約に基づいて基地局と無線アクセスサービス契約者が

指定する場所との間に設置される電気通信設備との間に設置される電気通信

回線 

11の４ ＡＤＳＬアクセスサービ

ス契約者回線 

ＡＤＳＬアクセスサービス契約に基づいてＡＤＳＬアクセスサービス取扱局に設

置された取扱局交換設備等と、ＡＤＳＬアクセスサービス契約者が指定する場

所に設置される電気通信設備との間に設置される電気通信回線 

11 の 5 ビジネスＶＰＮサービ

ス契約者回線 

ビジネスＶＰＮサービス契約に基づいてビジネス VPN サービス取扱局に設置さ

れた取扱局交換設備等と、ビジネスＶＰＮサービス契約者が指定する場所に設

置される電気通信設備との間に設置される電気通信回線 

12 利用回線 相互接続点を介して、当社のＩＰ通信網と相互に接続する電気通信回線であっ
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て、特定協定事業者のＤＳＬ等接続専用サービスに係る契約に基づいて設置

されるもの 

13 相互接続点 当社と当社以外の電気通信事業者（電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86

号。以下「事業法」といいます｡）第９条の登録を受けた者、又は第 16 条第 1 項

の届出をした者をいいます。以下同じとします。）との間の相互接続協定（当社

が当社以外の電気通信事業者との間で電気通信設備の接続に関し締結した

協定をいいます。）に基づく接続に係る電気通信設備の接続点 

14 協定事業者 当社と相互接続協定を締結している電気通信事業者 

15 特定協定事業者 協定事業者のうち、相互接続協定に基づき当社が協定事業者のサービス提供

区間を合わせて料金を設定している協定事業者 

16 他社接続回線 

 

相互接続点を介して、当社のＩＰ通信網と相互に接続する電気通信回線であっ

て、協定事業者が設置するもの（ダイヤルアップ回線を除きます。） 

17 他社接続契約者回線 

 

相互接続点を介して、当社のＩＰ通信網と相互に接続する電気通信回線のう

ち、その契約者の指定する場所と相互接続点の間に特定協定事業者が設置

する電気通信回線 

18 ＪＰドメイン名 株式会社日本レジストリサービス（以下「ＪＰＲＳ」といいます。）によって割り当て

られる名称 

19 ＩＰアドレス インターネットプロトコルで定められているアドレス 

20 インターネット接続事業者 主としてインターネットプロトコルにより、本邦外の他の事業者との接続サービス

を提供する電気通信事業者 

21 契約者回線等 (1) 契約者回線 

(2) 相互接続点（この欄の(4)に規定するものを除きます。） 

(3) インターネット接続事業者との相互接続点 

(4) 当社が設置する電気通信設備とＮＳＰＩＸＰとの接続点 

(5) その他当社が必要により設置する電気通信設備（ビジネスＶＰＮ装置等）

22 契約者回線群 ＩＰ通信網を使用して相互に通信を行うことができるビジネスＶＰＮサービス契約

者回線から構成される回線群 

23 回線接続装置 契約者回線の終端となる電気通信設備であって、１の部分の設置の場所が他

の部分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は同

一の建物内であるもの。有線アクセスサービスにおける変復調装置および集合

型回線終端装置、ＡＤＳＬアクセスサービスにおける変復調装置も含みます。 

24 自営端末設備 ＩＰ通信網サービス契約者が設置する端末設備 

25 自営電気通信設備 電気通信事業者以外の者が設置する電気通信設備であって、端末設備以外

のもの 

26 技術基準等 端末設備等規則（昭和60年郵政省令第31号）及び端末設備等の接続に係る

ＩＰ通信網サービスにおける基本的技術事項 

27 収容区域 １のＩＰ通信網サービス取扱局に契約者回線を収容する区域 

28 加入区域 １のＩＰ通信網サービス取扱局の収容区域のうち，特別な料金(線路設置費及

び線路に関する加算額)の支払いを必要としないでＩＰ通信網サービスを提供

する区域 

29 区域外 １のＩＰ通信網サービス取扱局の収容区域のうち，加入区域以外のもの 

30 引込柱 有線アクセスサービス契約者回線の終端に最も近い距離にある電柱等 

31 引込線 有線アクセスサービス契約者回線のうち、引込柱から端子までの間の線路 
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31 消費税相当額 消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び同法に関する法令の規定に基づき

課税される消費税の額並びに地方税法（昭和25年法律第226号）及び同法に

関する法令の規定に基づき課税される地方消費税の額 
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第２章 ＩＰ通信網サービスの種類等 

 

 （ＩＰ通信網サービスの種類） 

第４条 ＩＰ通信網サービスには、次の種類があります。 

 

種     類 内     容 

１ 有線アクセスサービス 有線方式により有線アクセスサービス契約者回線を設置して提供

する IP 通信網サービス 

２ 無線アクセスサービス 無線方式により無線アクセスサービス契約者回線を設置して提供

する IP 通信網サービス 

３ ＡＤＳＬアクセスサービス ＡＤＳＬ方式によりＡＤＳＬアクセスサービス契約者回線を設置して

提供する IP 通信網サービス 

４ ビジネスＶＰＮサービス ビジネスＶＰＮ装置およびビジネスＶＰＮサービス契約者回線を設

置して提供する IP 通信網サービス 

 

 （ＩＰ通信網サービスの品目等） 

第５条  ＩＰ通信網サービスには、料金表に規定する品目等があります。 

 

 （データ伝送速度の制限） 

第６条 １の契約者回線において、１の料金月の送受信のデータ伝送量が料金表に定める量を超えた場合には、

その定めるところによります。 
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第３章 ＩＰ通信網サービスの提供区間等 

 

 （ＩＰ通信網サービスの提供区間） 

第７条 当社のＩＰ通信網サービスは、当社が別に定める提供区間において提供します。 

 

 （ＩＰ通信網サービスの提供区域） 

第８条 当社のＩＰ通信網サービスは、当社が別に定める提供区域において提供します。 
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第４章 契約 

 

第１節 有線アクセスサービスに係る契約 

 

 （契約の種別） 

第９条 有線アクセスサービスに係る契約には、次の種別があります。 

(1)  有線アクセスサービス契約 

 

 （契約の単位） 

第 10条 当社は、契約者回線１回線ごとに１の有線アクセスサービス契約を締結します。この場合、有線アクセスサ

ービス契約者は、１の有線アクセスサービス契約につき１人に限ります。 

 

 （契約者回線の終端） 

第 11 条 当社は、有線アクセスサービス契約者が指定した場所内の建物若しくは工作物において、当社の線路か

ら原則として最短距離にあって、堅固に施設できる地点に回線接続装置（変復調装置および集合型回線終端装

置を含みます。以下同じとします。）を設置し、これを契約者回線の終端とします。 

２ 当社は、前項の地点を定めるときは、有線アクセスサービス契約者と協議します。 

 

  （収容区域及び加入区域） 

第 12 条 当社は、料金表に定めるところにより収容区域及び加入区域を設定します。 

 

 （有線アクセスサービス取扱局） 

第 13 条 契約者回線は、その契約者回線の終端のある有線アクセスサービス取扱局に収容します。 

２ 当社は、別に定める規定による場合のほか、技術上及び有線アクセスサービスに関する業務の遂行上やむを得

ない理由があるときは、有線アクセスサービス取扱局を変更することがあります。 

 

 （有線アクセスサービス契約申込の方法） 

第 14 条 有線アクセスサービス契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契約申

込書を有線アクセスサービス取扱所に提出していただきます。 

(1) 有線アクセスサービスの種類 

(2) 有線アクセスサービスの品目等 

(3) 契約者回線の終端の場所 

(4) その他有線アクセスサービス契約申込の内容を特定するために必要な事項 

 

 （有線アクセスサービス契約申込の承諾） 

第 15 条 当社は、有線アクセスサービス契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、その有線アクセスサービス契約の申込みを承諾しないこと

があります。 

(1) 申込みのあった契約者回線を設置し、又は保守することが技術上著しく困難なとき。 

(2)  申込みをした者が有線アクセスサービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそ

れがあるとき。 

(3) その他有線アクセスサービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

 （最低利用期間） 

第 16 条 有線アクセスサービスには、料金表に定めるところにより最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、有線アクセスサービスの提供を開始した日から起算して１年間とします。 
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３ 有線アクセスサービス契約者は、前項の最低利用期間内に有線アクセスサービス契約の解除，又は有線アクセ

スサービスの品目等の変更及び契約者回線の移転があった場合は、当社が定める期日までに、料金表に規定

する額を一括して支払っていただきます。 

ただし、第２３条の２（契約者回線の提供ができなくなった場合の措置）第 1 項の規定により有線アクセスサービス

契約が解除となるときは、この限りではありません。 

  

（品目等の変更） 

第 17 条 有線アクセスサービス契約者は、有線アクセスサービスの品目等の変更を請求することができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 15 条（有線アクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 

 （契約者回線の移転） 

第 18 条 有線アクセスサービス契約者は、契約者回線の移転の請求をすることができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 15 条（有線アクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 

（契約者回線の利用の一時中断） 

第19条 当社は、有線アクセスサービス契約者から請求があったときは、契約者回線の利用の一時中断（その有線

アクセスサービス契約に係る設備等を他に転用することなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以

下同じとします。）を行います。 

2 契約者回線の利用を一時中断するときは、そのことをあらかじめ有線アクセスサービス取扱所に当社所定の書

面により申し出ていただきます。 

3 契約者回線の利用の一時中断期間は、有線アクセスサービス契約者の申し出による一時中断開始日から起算

して３年を限度とします。 

4 有線アクセスサービス契約者からの利用再開の申し出があった場合、または当社の機器により契約者回線の

利用が確認された場合は、当社は契約者回線の利用の一時中断を終了し、利用を再開するものとします。 

 

 （その他の有線アクセスサービス契約内容の変更） 

第 20 条 当社は、有線アクセスサービス契約者から請求があったときは、第 14 条（有線アクセスサービス契約申込

の方法）第４号に規定するＩＰ通信網サービス契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第 15 条（有線アクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 

 （有線アクセスサービス契約に基づく権利の譲渡の禁止） 

第 21 条 有線アクセスサービス契約者が有線アクセスサービス契約に基づいて有線アクセスサービスの提供を受

ける権利は、譲渡することはできません。 

 

 （有線アクセスサービス契約者が行うＩＰ通信網サービス契約の解除） 

第 22 条 有線アクセスサービス契約者は、有線アクセスサービス契約を解除しようとするときは、そのことをあらかじ

め有線アクセスサービス取扱所に当社所定の書面により通知していただきます。 

 

 （当社が行う有線アクセスサービス契約の解除） 

第 23 条 当社は、第 61 条（利用停止）各号の規定によりＩＰ通信網サービスの利用停止をされた有線アクセスサー

ビス契約者がなおその事実を解消しないとき、その有線アクセスサービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、有線アクセスサービス契約者が第 82 条（利用停止）第１項各号の規定のいずれかに該当する場合に、

その事実が有線アクセスサービスに関する当社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前
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項の規定にかかわらず、有線アクセスサービスの利用停止をしないでその有線アクセスサービス契約を解除する

ことがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、その有線アクセスサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめ，有線アクセ

スサービス契約者にそのことを通知します。 

 

 

 （有線アクセスサービス契約者回線の提供ができなくなった場合の措置） 

第23条の2 当社は、当社及び契約者の責めによらない理由により契約者回線の提供ができなくなった場合は、契

約者からその契約者回線の利用の一時中断の請求があったときを除き、その契約者回線に係る有線アクセスサ

ービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、前項の規定により、その有線アクセスサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめ有線アクセスサ

ービス契約者にそのことを通知します。 

 

 （その他の提供条件） 

第 24 条 有線アクセスサービス契約に関するその他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 
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第２節 無線アクセスサービスに係る契約 

 

（契約の単位） 

第 25条 当社は、契約者回線１回線ごとに１の無線アクセスサービス契約を締結します。この場合、無線アクセスサ

ービス契約者は、１の無線アクセスサービス契約につき１人に限ります。 

 

（契約者回線の終端） 

第 26 条 当社は、無線アクセスサービス契約者が指定した場所内の建物若しくは工作物において、堅固に施設で

きる地点に回線接続装置を設置し、これを契約者回線の終端とします。 

２ 当社は、前項の地点を定めるときは、無線アクセスサービス契約者と協議します。 

 

（無線アクセスサービス契約申込の方法） 

第 27 条 無線アクセスサービス契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契約申

込書を無線アクセスサービス取扱所に提出していただきます。 

(1) 無線アクセスサービスの種類 

(2) 無線アクセスサービスの品目 

(3) 契約者回線の終端の設置場所 

(4) その他無線アクセスサービス契約申込の内容を特定するために必要な事項 

 

（無線アクセスサービス契約申込の承諾） 

第 28 条 当社は、無線アクセスサービスの申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、その無線アクセスサービス契約の申込みを承諾しないこと

があります。 

(1) 申込みのあった契約者回線を設置し、又は保守することが技術上著しく困難なとき。 

(2) 申込みをした者が無線アクセスサービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそ

れがあるとき。 

(3) その他無線アクセスサービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

（最低利用期間） 

第 29 条 無線アクセスサービスには、料金表に定めるところにより最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、無線アクセスサービスの提供を承諾した日から起算して１年間とします。 

３ 無線アクセスサービス契約者は、前項の最低利用期間内に無線アクセスサービス契約の解除又は契約者回線

の移転があった場合は、当社が定める期日までに料金表に規定する額を一括して支払っていただきます。 

ただし、第 36 条（契約者回線の提供ができなくなった場合の措置）第 1 項の規定により無線アクセスサービス

契約が解除となるときは、この限りではありません。 

 

（契約者回線の移転等） 

第 30 条 無線アクセスサービス契約者は、契約者回線の移転等の請求をすることができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 28 条（無線アクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 

（契約者回線の利用の一時中断） 

第31条 当社は、無線アクセスサービス契約者から請求があったときは、契約者回線の利用の一時中断（その契約

者回線を他に転用することなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行いま

す。 
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（その他の無線アクセスサービス契約内容の変更） 

第 32 条 当社は、無線アクセスサービス契約者から請求があったときは、第 27 条（無線アクセスサービス契約申込

の方法）第４号に規定する無線アクセスサービス契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第 28 条（無線アクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 

（無線アクセスサービス契約に基づく権利の譲渡の禁止） 

第 33 条 無線アクセスサービス契約者が無線アクセスサービス契約に基づいて無線アクセスサービスの提供を受

ける権利は、譲渡することはできません。 

 

（無線アクセスサービス契約者が行う無線アクセスサービス契約の解除） 

第 34 条 無線アクセスサービス契約者は、無線アクセスサービス契約を解除しようとするときは、そのことをあらかじ

め無線アクセスサービス取扱所に書面により通知していただきます。 

 

（当社が行う無線アクセスサービス契約の解除） 

第 35条 当社は、第 82条（利用停止）各号の規定により無線アクセスサービスの利用停止をされた無線アクセスサ

ービス契約者がなおその事実を解消しないとき、その無線アクセスサービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、無線アクセスサービス契約者が第 82 条（利用停止）第１項各号の規定のいずれかに該当する場合に、

その事実が無線アクセスサービスに関する当社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前

項の規定にかかわらず、無線アクセスサービスの利用停止をしないでその無線アクセスサービス契約を解除する

ことがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、その無線アクセスサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめ無線アクセス

サービス契約者にそのことを通知します。 

 

（無線アクセスサービス契約者回線の提供ができなくなった場合の措置） 

第 36 条 当社は、当社及び契約者の責めによらない理由により契約者回線の提供ができなくなった場合は、契約

者からその契約者回線の利用の一時中断の請求があったときを除き、その契約者回線に係る無線アクセスサー

ビス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、前項の規定により、その無線アクセスサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめ無線アクセスサ

ービス契約者にそのことを通知します。 

 

（その他の提供条件） 

第 37 条 無線アクセスサービス契約に関するその他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 
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第３節 ＡＤＳＬアクセスサービスに係る契約 

 

 （契約の単位） 

第38条 当社は、契約者回線１回線ごとに１のＡＤＳＬアクセスサービス契約を締結します。この場合、ＡＤＳＬアクセ

スサービス契約者は、１のＡＤＳＬアクセスサービス契約につき１人に限ります。 

 

  （サービス区域） 

第39条 ＡＤＳＬアクセスサービスは、特定協定事業者のＤＳＬ等接続専用サービスの提供区域のうち、当社が別に

定める区域をサービス区域とします。 

 

 （ＡＤＳＬアクセスサービス取扱局） 

第 40 条 契約者回線は、そのＡＤＳＬアクセスサービスに係る利用回線との相互接続点のあるＡＤＳＬアクセスサー

ビス取扱局に収容します。 

 

 （ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の方法） 

第 41 条 ＡＤＳＬアクセスサービス契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契約

申込書をＡＤＳＬアクセスサービス取扱所に提出していただきます。 

(1) ＡＤＳＬアクセスサービスの種類 

(2) ＡＤＳＬアクセスサービスの品目等 

(3) 契約者回線の場所 

(4) その他ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の内容を特定するために必要な事項 

 

 （ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の承諾） 

第 42 条 当社は、ＡＤＳＬアクセスサービス契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、そのＡＤＳＬアクセスサービス契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

(1) その利用回線の終端の場所がＡＤＳＬアクセスサービスのサービス区域外となるとき。 

(2) 申込みをした者が、利用回線について特定協定事業者と契約をしている者と同一の者とならないとき。 

(3) ＡＤＳＬアクセスサービスを提供することが技術上著しく困難なとき。 

(4) 申込みをした者がＡＤＳＬアクセスサービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、又は怠るお

それがあるとき。 

(5) その利用回線とＩＰ通信網との相互接続に関し、その利用回線に係る特定協定事業者の承諾が得られないと

き、又はその他その申込み内容が相互接続協定に基づき当社が別に定める条件に適合しないとき。 

(6) その他ＡＤＳＬアクセスサービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

 （最低利用期間） 

第 43 条 ＡＤＳＬアクセスサービスには、料金表に定めるところにより最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、ＡＤＳＬアクセスサービスの提供を開始した日から起算して１年間とします。 

３ ＡＤＳＬアクセスサービス契約者は、前項の最低利用期間内にＡＤＳＬアクセスサービス契約の解除があった場

合は、当社が定める期日までに、料金表に規定する額を一括して支払っていただきます。 

 

（品目等の変更） 

第 44 条 ＡＤＳＬアクセスサービス契約者は、ＡＤＳＬアクセスサービスの品目等の変更を請求することができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 42 条（ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 
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 （契約者回線の移転） 

第 45 条 ＡＤＳＬアクセスサービス契約者は、契約者回線の移転の請求をすることができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 42 条（ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

 （その他のＡＤＳＬアクセスサービス契約内容の変更） 

第 46 条 当社は、ＡＤＳＬアクセスサービス契約者から請求があったときは、第 41 条（ＡＤＳＬアクセスサービス契約

申込の方法）第４号に規定するＩＰ通信網サービス契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第 42 条（ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

 （ＡＤＳＬアクセスサービス契約に基づく権利の譲渡の禁止） 

第 47 条 ＡＤＳＬアクセスサービス契約者がＡＤＳＬアクセスサービス契約に基づいてＡＤＳＬアクセスサービスの提

供を受ける権利は、譲渡することはできません。 

 

 （ＡＤＳＬアクセスサービス契約者が行うＩＰ通信網サービス契約の解除） 

第 48 条 ＡＤＳＬアクセスサービス契約者は、ＡＤＳＬアクセスサービス契約を解除しようとするときは、そのことをあら

かじめＡＤＳＬアクセスサービス取扱所に当社所定の書面により通知していただきます。 

 

 （当社が行うＡＤＳＬアクセスサービス契約の解除） 

第 49 条 当社は、第 82 条（利用停止）各号の規定によりＩＰ通信網サービスの利用停止をされたＡＤＳＬアクセスサ

ービス契約者がなおその事実を解消しないとき、そのＡＤＳＬアクセスサービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、ＡＤＳＬアクセスサービス契約者が第82条（利用停止）第１項各号の規定のいずれかに該当する場合に、

その事実がＡＤＳＬアクセスサービスに関する当社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、

前項の規定にかかわらず、ＡＤＳＬアクセスサービスの利用停止をしないでそのＡＤＳＬアクセスサービス契約を解

除することがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、そのＡＤＳＬアクセスサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめ，ＡＤＳＬア

クセスサービス契約者にそのことを通知します。 

 

 （ＡＤＳＬアクセスサービス契約者回線の提供ができなくなった場合の措置） 

第 50 条 当社は、当社及び契約者の責めによらない理由により契約者回線の提供ができなくなった場合は、その

契約者回線に係るＡＤＳＬアクセスサービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、前項の規定により、そのＡＤＳＬアクセスサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめＡＤＳＬアクセ

スサービス契約者にそのことを通知します。 

 

 （その他の提供条件） 

第 51 条 ＡＳＬＤアクセスサービス契約に関するその他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。
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第４節 ビジネスＶＰＮサービスに係る契約 

 

 （契約の単位） 

第 52 条 当社は、契約者回線群１回線群ごとに 1 のビジネスＶＰＮサービス契約を締結します。 

 

 （共同ビジネスＶＰＮサービス契約） 

第 53 条 当社は、1 の契約者回線群について契約者が 2人以上となるビジネスＶＰＮサービス契約（以下「共同ビ

ジネスＶＰＮサービス契約」といいます。）を締結します。 

 

 （契約者回線の終端） 

第54条 当社は、ビジネスＶＰＮサービス契約者が指定した場所内の建物若しくは工作物において、当社の線路か

ら原則として最短距離にあって、堅固に施設できる地点に回線接続装置（変復調装置を含みます。以下同じとし

ます。）を設置し、これを契約者回線の終端とします。 

２ 当社は、前項の地点を定めるときは、ビジネスＶＰＮサービス契約者と協議します。 

 

 （収容区域及び加入区域） 

第 55 条 当社は、料金表に定めるところにより収容区域及び加入区域を設定します。 

 

 （ビジネスＶＰＮサービス取扱局） 

第56条 契約者回線は、その契約者回線の終端のあるビジネスＶＰＮサービス取扱局に収容します。 

２ 当社は、別に定める規定による場合のほか、技術上及びビジネスＶＰＮサービスに関する業務の遂行上やむを

得ない理由があるときは、ビジネスＶＰＮサービス取扱局を変更することがあります。 

 

 （ビジネスＶＰＮサービス契約申込の方法） 

第５７条 ビジネスＶＰＮサービス契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契約申

込書をビジネスＶＰＮサービス取扱所に提出していただきます。 

（1） ビジネス VPN サービスの種類 

（2） ビジネスＶＰＮサービスの品目等 

（3） 契約者回線の終端の場所 

（4） 他社接続回線を利用するビジネスＶＰＮサービス契約の申込みにあっては、その他社接続回線のサービスの 

品目、区間及び協定事業者の氏名又は名称 

（5） 契約者回線群 

（6） その他ビジネスＶＰＮサービス契約申込の内容を特定するために必要な事項 

 
 （ビジネスＶＰＮサービス契約申込の承諾） 
第58条 当社は、ビジネスＶＰＮサービス契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、そのビジネスＶＰＮサービス契約の申込みを承諾しないこと

があります。 

（1） 申込みのあった契約者回線を設置し、又は保守することが技術上著しく困難なとき。 

（2） 他社接続回線を利用するビジネスＶＰＮサービス契約の申込みにあっては、その他社接続回線について契 

約を締結している者と同一の者とならないとき、その他社接続回線に係る協定事業者の承諾が得られないとき、

その他相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

（3） 申込みをした者がビジネスＶＰＮサービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそ 

れがあるとき。 

（4） 契約者回線群がないとき。 

（5） その他ビジネスＶＰＮサービスに関する当社の業務の遂行上著しく支障があるとき。 
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 （最低利用期間） 
第59条 ビジネスＶＰＮサービスには、料金表に定めるところにより最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、ビジネスＶＰＮサービスの提供を開始した日から起算して1年間とします。 

３ ビジネスＶＰＮサービス契約者は、前項の最低利用期間内にビジネスＶＰＮサービス契約の解除、又はビジネス

ＶＰＮサービスの品目等の変更及び契約者回線の移転があった場合は、当社が定める期日までに、料金表に規

定する額を一括して支払っていただきます。 

ただし、第67条の２（契約者回線の提供ができなくなった場合の措置）第１項の規定によりビジネスＶＰＮサービ

ス契約が解除となるときは、この限りではありません。 

 （契約者数の変更） 

第60条 ビジネスＶＰＮサービス契約者は、契約者数の変更を請求することができます。この場合、新たにビジネス

ＶＰＮサービス契約者となる者又は利用をやめようとする者と連署した当社所定の契約申込書（第57条（ビジネス

ＶＰＮサービス契約申込の方法）の契約申込書に準拠したものとします。）をビジネスＶＰＮサービス取扱所に提出

していただきます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第58条（ビジネスVPNサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 （品目の変更） 
第61条 ビジネスＶＰＮサービス契約者は、ビジネスＶＰＮサービスの品目等の変更を請求することができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第58条（ビジネスＶＰＮサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 （契約者回線の移転） 
第62条 ビジネスＶＰＮサービス契約者は、契約者回線の移転の請求をすることができます。 

ただし、相互接続点と相互接続点以外の地点との間の移転については、この限りではありません。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第58条（ビジネスＶＰＮサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 
 （契約者回線の利用の一時中断） 

第63条 当社は、ビジネスＶＰＮサービス契約者から請求があったときは、契約者回線等の利用の一時中断（その

契約者回線等を他に転用することなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行

います。 

２ 契約者回線等の利用を一時中断するときは、そのことをあらかじめビジネスＶＰＮサービス取扱所に当社所定の

書面により申し出ていただきます。 

３ 契約者回線等の利用の一時中断期間は、ビジネスＶＰＮサービス契約者の申し出による一時中断開始日から起

算して３年を限度とします。 

４ ビジネスＶＰＮサービス契約者からの利用再開の申し出があった場合、または当社の機器により契約者回線等の

利用が確認された場合は、当社は契約者回線等の利用の一時中断を終了し、利用を再開するものとします。 

 
 （その他のビジネスＶＰＮサービス契約内容の変更） 

第64条 当社は、ビジネスＶＰＮサービス契約者から請求があったときは、第57条（ビジネスＶＰＮサービス契約申込

の方法）第６号に規定するビジネスＶＰＮサービス契約内容の変更を行います。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第58条（ビジネスＶＰＮサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱い

ます。 

 
 （ビジネスＶＰＮサービス契約に基づく利用権の譲渡） 

第65条 ビジネスＶＰＮサービス契約者がビジネスＶＰＮサービス契約に基づいてビジネスＶＰＮサービスの受ける権

利（以下「利用権」といいます。）の譲渡は、当社の承認を受けなければ、その効力を生じません。 

２ 利用権の譲渡を受けようとするときは、当事者が連署した当社所定の書面によりビジネスＶＰＮサービス取扱所

に請求していただきます。 

 ただし、競売調書その他譲渡があったことを証明できる書類の添付をもって連署に代えることができます。 
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３ 当社は、前項の規定により利用権の譲渡の承認を求められたときは、次の場合を除いて、これを承認します。 

（1） 利用権を譲り受けようとする者がビジネスＶＰＮサービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、 

又は怠るおそれがあるとき。 

（2） 共同ビジネスＶＰＮサービス契約の場合であっては、その譲渡についてその契約に係るすべてのビジネスＶ 

ＰＮサービス契約者の同意がないとき。 

（3） 他社接続回線を利用するビジネスＶＰＮサービス契約者回線の利用権の譲渡の場合にあっては、その譲渡 

が他社接続回線を利用するビジネスＶＰＮサービス契約者回線に係る他社接続回線を設置した協定事業者の

承認が得られないとき、その他相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

４ 利用権の譲渡があったときは、譲受人は、ビジネスＶＰＮサービス契約者の有していた一切の権利及び義務を承

継します。 
 

 （ビジネスＶＰＮサービス契約者が行うビジネスＶＰＮサービス契約の解除） 

第66条 ビジネスＶＰＮサービス契約者は、ビジネスＶＰＮサービス契約を解除しようとするときは、そのことをあらかじ

めビジネスＶＰＮサービス取扱所に当社所定の書面により通知していただきます。 

 

 （当社が行うビジネスＶＰＮサービス契約の解除） 

第67条 当社は、第82条（利用停止）各号の規定によりＩＰ通信網サービスの利用停止をされたビジネスＶＰＮサービ

ス契約者がなおその事実を解消しないとき、そのビジネスＶＰＮサービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、ビジネスＶＰＮサービス契約者が第82条（利用停止）第１項各号の規定のいずれかに該当する場合に、

その事実がビジネスＶＰＮサービスに関する当社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、

前項の規定にかかわらず、ビジネスＶＰＮサービスの利用停止をしないでそのビジネスＶＰＮサービス契約を解除

することがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、そのビジネスＶＰＮサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめ、ビジネスＶ

ＰＮサービス契約者にそのことを通知します。 

 

 （ビジネスＶＰＮサービス契約者回線の提供ができなくなった場合の措置） 

第67条の2 当社は、当社及びビジネスＶＰＮサービス契約者の責めによらない理由により契約者回線の提供がで

きなくなった場合は、ビジネスＶＰＮサービス契約者からその契約者回線の利用の一時中断の請求があったとき

を除き、その契約者回線に係るビジネスＶＰＮサービス契約を解除することがあります。 

２ 当社は、前項の規定により、そのビジネスＶＰＮサービス契約を解除しようとするときは、あらかじめビジネスＶＰＮ

サービス契約者にそのことを通知します。 

 

 （その他の提供条件） 

第68条 ビジネスＶＰＮサービス契約に関するその他の提供条件については、当社が別に定めるところによります。 
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第５節 契約者回線群の設定等 

 
 （契約者回線群の設定） 

第69条 ビジネスＶＰＮサービス契約者は、契約者回線群を指定し、ＩＰ通信網サービス取扱所に申し出ていただき

ます。 

２ 前項の場合において、その設定が契約者回線群を新設するものであるときは、その契約者回線群に係るビジネ

スＶＰＮサービス契約者の中から回線群代表者（その契約者回線群に係るビジネスＶＰＮサービス契約者であっ

て、契約者回線等の設定、変更又は廃止の手続き等を代表できるビジネスＶＰＮサービス契約者をいいます。以

下同じとします。）を指定して、ＩＰ通信網サービス取扱所に届け出ていただきます。 

３ 第１項の場合において、当社は、その契約者回線群の回線群代表者の承諾が得られない場合を除き、契約者

回線群を設定します。 

４ 当社は、第３項により契約者回線群を設定する場合は、１の契約者回線群ごとに、契約者回線群識別番号（契

約者回線群を識別するために当社が定める番号をいいます。以下同じとします。）を付与します。 

５ 前４項で定めるほか契約者回線群の取り扱いについて、料金表第１表（料金）に別段の定めがあるときは、その

定めるところによります。 

 

 （ビジネスＶＰＮサービス契約者が行う契約者回線群の変更） 

第70条 ビジネスＶＰＮサービス契約者は、１の契約者回線群から他の契約者回線群へ、契約者回線群の変更の

請求を行うことができます。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、前条の規定に準じて取り扱います。この場合における契約者回線群識別

番号は、変更後の契約者回線群に対応するものとします。 

３ ビジネスＶＰＮサービス契約者は、その契約者回線群に所属するビジネスＶＰＮ契約者の承諾が得られない場合

を除いて、回線群代表者を同一の契約者回線群に所属する他のビジネスＶＰＮサービス契約者に変更すること

ができます。 

 

 （当社が行う契約者回線群の変更） 

第71条 当社は、技術上又は業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、契約者回線群及び契約者回線群識

別番号の変更を行うことがあります。この場合は、あらかじめそのことをビジネスＶＰＮサービス契約者に通知しま

す。 

 

 （契約者回線群の廃止） 

第72条 当社は、次の場合には、契約者回線群を廃止します。 

（1） ビジネスＶＰＮサービス契約者から、その契約者回線群の廃止の申し出があったとき。 

（2） 回線群代表者に係る契約者回線等の解除があった場合であって、第70条（ビジネスＶＰＮサービス契約者が 

行う契約者回線群の変更）第３項に規定する回線代表者の変更がないとき。 

（3） その契約者回線群を構成する契約者回線がなくなったとき。 
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第６章 付加機能 

 

 （付加機能の提供） 

第 73 条 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者から付加機能の利用の請求があったときは、次の場合を除き、料金表

に定めるところにより付加機能を提供します。 

(1) 付加機能の提供を請求したＩＰ通信網サービス契約者が、付加機能利用料の支払いを現に怠り、又は怠るお

それがあるとき。 

(2) 付加機能の提供が技術的に困難なとき又は保守することが著しく困難である等、ＩＰ通信網サービスに関する

当社の業務の遂行上支障があるとき。 

 

（付加機能の廃止） 

第 74 条 当社は次の場合には付加機能を廃止します。 

(1) その付加機能の提供を受けているＩＰ通信網サービス契約者から、ＩＰ通信網サービス契約の解除又は付加

機能の廃止の申し出があったとき。 

(2) 当社は、料金表に別段の定めがあるときは、その付加機能の廃止を行うことがあります。 
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第７章 回線接続装置の提供等 

 

 （回線接続装置の提供） 

第 75 条 当社は、ＩＰ通信網サービスの提供に必要となる回線接続装置（ＡＤＳＬアクセスサービスに係る変復調装

置を含みます。以下同じとします。）を料金表に定めるところにより当社が提供します。 

 

  （回線接続装置の移転） 

第76条 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者から請求があったときは、当社が提供する回線接続装置の移転を行い

ます。  

 

  （回線接続装置の利用の一時中断及び利用中止） 

第77条 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者から請求があったときは、当社が提供する回線接続装置の利用の一時

中断（その回線接続装置を他に転用することなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとし

ます。）を行います。 

２ 当社は、保守上又は工事上やむを得ないときは、回線接続装置の利用を中止することがあります。 

３ 当社は、前項の規定により回線接続装置の利用を中止するときは、あらかじめそのことをＩＰ通信網サービス契約

者に通知します。 

ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 
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第８章 回線相互接続 

 

 （当社又は他社の電気通信回線との接続） 

第 78 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、その契約者回線の終端において又はその終端に接続されている電気通信

設備を介して、その契約者回線と当社又は当社以外の電気通信事業者が設置する電気通信サービスに係る電

気通信回線との接続の請求をすることができます。この場合、その接続に係る電気通信回線の名称、その接続を

行う場所、その接続を行うために使用する電気通信設備の名称その他その接続の請求の内容を特定するための

事項について記載した当社所定の書面をＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

２ 当社は、前項の請求があった場合において、その接続に係る電気通信回線の利用に関する当社又は当社以外

の電気通信事業者の契約約款及び料金表によりその接続が制限される場合又はその他社回線に係る電気通信

事業者の承諾が得られない場合を除いて、その請求を承諾します。この場合において、当社は、相互に接続し

た電気通信回線により行う通信について、その品質を保証しません。 

 

 （他社接続契約者回線の相互接続） 

第79条 当社は、他社接続契約者回線と接続するＩＰ通信網サービス契約の申込みを承諾したときは、その他社接

続契約者回線に係る相互接続点において、指定のあった他社接続契約者回線との接続を行います。 

 

 （他社接続契約者回線接続変更） 

第 80 条 当社は、契約者から請求があったときは、その他社接続契約者回線に係る相互接続点の現在の所在場

所において、現在接続されている他社接続契約者回線以外の他社接続契約者回線への接続の変更（以下「他

社接続契約者回線接続変更」と言います。）を行います。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 42 条（ＡＤＳＬアクセスサービス契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 
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第９章 利用中止及び利用停止 

 

 （利用中止） 

第 81 条 当社は、次の場合には、そのＩＰ通信網サービスの利用を中止することがあります。 

(1) 当社電気通信設備の保守又は工事上やむを得ないとき。 

(2) 第 83 条（通信利用の制限）の規定により、通信利用を中止するとき。 

２ 当社は、前項の規定によりＩＰ通信網サービスの利用を中止するときは、あらかじめ，そのことをＩＰ通信網サービ

ス契約者に通知します。 

ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

 （利用停止） 

第 82 条 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が次のいずれかに該当する場合は、６か月以内で当社が定める期間

（そのＩＰ通信網サービスの料金その他の債務（この約款の規定により、支払いを要することとなったＩＰ通信網サ

ービスの料金、工事に関する費用又は割増金等の料金以外の債務をいいます。以下この条において同じとしま

す｡）を支払わないときは、その料金その他の債務が支払われるまでの間)､そのＩＰ通信網サービスの利用を停止

することがあります。 

(1) 料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

(2) 第 102 条（利用に係るＩＰ通信網サービス契約者の義務）の規定に違反したとき。 

(3) 当社の承諾を得ずに，契約者回線に自営端末設備、自営電気通信設備、他社回線又は当社の提供する電

気通信サービスに係る電気通信回線を接続したとき。 

(4) 別に定める規定に違反して当社の検査を受けることを拒んだとき、又はその検査の結果、技術基準等に適

合していると認められない自営端末設備若しくは自営電気通信設備を契約者回線から取り外さなかったとき。 

２ 当社は、前項の規定によりＩＰ通信網サービスの利用停止をするときは、あらかじめ，その理由、利用停止をする

日及び期間をＩＰ通信網サービス契約者に通知します。 
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第 10 章 通信 

 

 （通信利用の制限） 

第 83 条 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で必要と認めたときは、

災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容と

する通信及び公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、次に掲げる機関

に係る契約者回線（当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。）以外のものによる通信の利用を

中止する措置をとることがあります。 

機    関    名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

当社が別に定める基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

２ 通信が著しくふくそうしたとき又はその通信が発信者によりあらかじめ設定された数を超える交換設備を経由す

ることとなるときは、通信が相手先に着信しないことがあります。 

 

（契約者回線による制約） 

第84条 ＩＰ通信網サービス契約者は、当社又は当社以外の電気通信事業者の契約約款及び料金表の定めるとこ

ろにより契約者回線を使用することができない場合においては、ＩＰ通信網サービスを利用することはできませ

ん。 

２ 前項の規定によるほか、利用回線に係る電気通信設備の回線距離若しくは設備状況、他の電気通信サービス

に係る電気通信回線設備等からの信号の漏洩又は利用回線の終端に接続される電気通信設備の態様等により、

その利用回線による通信の伝送速度が低下若しくは変動する状態、符号誤りが発生する状態又はＡＤＳＬアクセ

スサービスが全く利用できない状態（通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度となる場合を含

みます。以下「ＤＳＬ方式に起因する事象」といいます。） となることがあります。 
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第 11 章 料金等 

 

第１節 料金及び工事等に関する費用 

 

 （料金及び工事等に関する費用） 

第 85 条 当社が提供するＩＰ通信網サービスの料金等は、料金表に定めるところによります。 

 

第２節 料金等の支払義務 

 

（定額利用料の支払義務） 

第 86 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、そのＩＰ通信網サービス契約に基づいて当社がＩＰ通信網サービスの提供を

開始した日（付加機能又は端末接続装置等の提供については、その提供を開始した日）から起算して、ＩＰ通信

網サービスの解除があった日（付加機能又は端末接続装置等の廃止については、その廃止があった日）までの

期間（提供を開始した日と解除又は廃止があった日が同一の日である場合はその日）について、当社が提供す

るＩＰ通信網サービスの態様に応じて料金表に規定する料金（以下「定額利用料」といいます。）の支払を要しま

す。 

２ 前項の期間において、利用の利用停止等によりＩＰ通信網サービスを利用することができない状態が生じたとき

の定額利用料の支払いは、次によります。 

(1) 利用停止があったときは、ＩＰ通信網サービス契約者は、その期間中の定額利用料の支払いを要します。 
(2) 前号の規定によるほか、ＩＰ通信網サービス契約者は、次の場合を除き、ＩＰ通信網サービスを利用できなかっ

た期間中の定額利用料の支払いを要します。 

 区        別 支払いを要しない料金 

１ ＩＰ通信網サービス契約者の責めによらない理由によ

り、ＩＰ通信網サービスを全く利用できない状態（その契

約に係る電気通信設備によるすべての通信に著しい支

障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる

場合を含みます。）が生じた場合（２欄に該当する場合

又はＤＳＬ方式に起因する事象により全く利用できない

状態となる場合を除きます。）に、そのことを当社が知っ

た時刻から起算して、24 時間以上その状態が連続した

とき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用でき

なかった時間（24時間の倍数である部分に限

ります。）について、24 時間ごとに日数を計算

し、その日数に対応するそのＩＰ通信網サービ

スについての定額利用料 

２ 契約者回線等の移転又は他社接続契約者回線接続

変更に伴って、ＩＰ通信網サービスを利用できなくなっ

た期間が生じたとき（ＩＰ通信網サービス契約者の都合

によりＩＰ通信網サービスを利用しなかった場合であっ

て、その設備を保留したときを除きます。）。 

利用できなくなった日から起算し、再び利用

できる状態とした日の前日までの日数に対応

するそのＩＰ通信網サービスについての定額

利用料 

 

３  第１項の期間において、契約者がＩＰ通信網サービスと相互に接続する他社接続契約者回線を利用することが

できない状態が生じたときの料金の支払いは、次によります。 

   (1) 他社接続契約者回線の利用の一時中断、利用停止又は契約の解除その他その他社接続契約者回線に

係る契約者に帰する事由により、契約者が他社接続契約者回線を利用することができなくなった場合であって

も、契約者は、そのＩＰ通信網サービスに係る料金の支払いを要します。 

   (2) 前号の規定によるほか、契約者は、次の表に規定する場合を除いて、ＩＰ通信網サービスを利用できなかっ

た期間中の料金の支払いを要します。 
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区       別 支払いを要しない料金 

ＩＰ通信網サービス契約者の責めによらない理由により、

その他社接続契約者回線と相互に接続するＩＰ通信網サ

ービスを全く利用できない状態（その他社接続契約者回

線による全ての通信に著しい支障が生じ、全く利用できな

い状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この

条において同じとします。） が生じた場合に、そのことを

当社が知った時刻から起算して、前項第 2 号の表の１欄

に規定する 時間以上その状態が連続したとき（ＤＳＬ方

式に起因する事象により全く利用できない状態となる場合

を除きます。）。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用でき

なかった時間（ 前項第 2 号の表の１欄に規

定する 時間の倍数である部分に限ります｡）

に対応するそのＩＰ通信網サービスについて

の料金 

 

４ 当社の故意又は重大な過失によりＩＰ通信網サービスを全く利用できない状態が生じた場合は、前項の規定は

適用しません。 

５ 当社は、支払いを要しないこととされた定額利用料が既に支払われているときは、その料金をお返しします。 

６ 第２項の規定にかかわらず、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

 

（定額利用料の日割） 

第 87 条 当社は、次の場合が生じたときは、定額利用料（一時中断期間の利用料を除きます。）をその利用日数に

応じて日割します。 

(1) 歴月の初日以外の日に、ＩＰ通信網サービス（付加機能又は端末接続装置（ＡＤＳＬアクセスサービスに係る

変復調装置を除きます。）等含みます。以下同じとします。）の提供の開始があったとき。 

(2) 歴月の初日以外の日に、ＩＰ通信網サービスの提供の解除があったとき。 

(3) 歴月の初日に、ＩＰ通信網サービスの提供を開始し、その日にその契約の解除があったとき。 

２ 前項の規定による月額料金の日割は、その暦月の日数により行います。 

 

（一時中断期間の利用料） 

第 88 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用の一時中断をしたときは、一時中断を開始した日の属する歴月の翌歴

月から、一時中断を終了した日の属する歴月までの期間について、利用の一時中断にかかる定額利用料の支払

いを要します。 

 

 （工事費の支払義務） 

第 89 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、ＩＰ通信網サービス契約の申込み又は工事を要する請求をし、その承諾を

受けたときは、別に定める工事費の支払いを要します。 

 ただし、工事の着手前にその契約の解除又はその工事の請求の取消し（以下この節において「解除等」といい

ます。）があった場合は、この限りではありません。この場合、既にその工事費が支払われているときは、当社は、

その工事費をお返しします。 

 

 （線路設置費の支払義務） 

第 90 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、次の場合には、別に定める線路設置費の支払いを要します。 

ただし、契約者回線の設置等の工事の着手前にその契約の解除等があった場合は、この限りではありません。

この場合、既に線路設置費が支払われているときは、当社は、その線路設置費をお返しします。 

  (1) 契約者回線の終端が区域外（収容区域のうち加入区域以外のものをいいます。以下同じとします。）となるＩＰ

通信網サービス契約の申込みをし、その承諾を受けたとき。 

(2) 契約者回線の終端が区域外にあるＩＰ通信網サービスについて、その品目の変更の請求をし、その承諾を受

けたとき。 
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(3) 移転後の契約者回線の終端が区域外となる契約者回線の移転（移転後の契約者回線の終端が移転前の契

約者回線の終端と同一の構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は同一の建物内となるものを除きます。）

の請求をし、その承諾を受けたとき。 

２ ＩＰ通信網サービス契約者は、工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、解除

等があったときまでに着手した工事の部分について、その工事に要した費用を負担していただきます。この場合

において、負担を要する費用の額は、その費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

 （設備費の支払義務） 

第 91条 ＩＰ通信網サービス契約者は、特別な電気通信設備の新設を要する申込み（契約者回線の品目の変更又

は移転の請求を含みます。）をし、その承諾を受けたときは、別に定める設備費の支払いを要します。 

ただし、契約者回線の設置等の工事の着手前に解除等があった場合は、この限りではありません。この場合、

既にその設備費が支払われているときは、当社は、その設備費をお返しします。 

２ ＩＰ通信網サービス契約者は、工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、その

工事に関して解除等があったときまでに着手した工事（解除等を行う前に設備費の支払いを要することとなって

いる部分に限ります。）の部分について、その工事に要した費用を負担していただきます。この場合において、負

担を要する費用の額は、その費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

第３節 料金の計算方法等 

 

  （料金の計算方法等） 

第 92 条  料金の計算方法並びに料金及び工事に関する費用の支払方法は、料金表に定めるところによります。 

 

第４節 割増金及び延滞利息 

 

 

 （割増金） 

第 93 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、料金又は工事に関する費用の支払いを不法に免れた場合は、その免れた

額のほか、その免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）の２倍に相当する額に消費税相当額を加算

した額を割増金として、当社が別に定める方法により支払っていただきます。 

 

 （延滞利息） 

第94条 ＩＰ通信網サービス契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を経過しても

なお支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払いの日の前日までの期間について、年 14.5％の割合で

計算して得た額を延滞利息として、当社が別に定める方法により支払っていただきます。 

ただし、支払期日の翌日から計算して 10 日以内に支払いがあった場合は、この限りではありません。 
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第 12 章 保守 

 

 （当社の維持責任） 

第 95 条 当社は、当社が設置した電気通信設備を、事業用電気通信設備規則（昭和 60 年郵政省令第 30 号）に

適合するよう維持します。 

 

 （契約者の維持責任） 

第 96 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備を、技術基準等に適合するよう維持

していただきます。 

 

 （契約者の切分責任） 

第 97 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備が契約者回線若しくは他社接続回

線に接続されている場合であって、当社ＩＰ通信網サービスを利用することができなくなったときは、その自営端末

設備又は自営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

２ 前項の確認に際して、ＩＰ通信網サービス契約者から請求があったときは、当社は、ＩＰ通信網サービス取扱局に

おいて試験を行い、その結果をＩＰ通信網サービス契約者にお知らせします。 

３ 当社は、前項の試験により当社が設置した電気通信設備に故障がないと判定した場合において、ＩＰ通信網サ

ービス契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備又は自営電気通信設備に

あったときは、ＩＰ通信網サービス契約者にその派遣に要した費用を負担していただきます。この場合の負担を要

する費用の額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

 （修理又は復旧の順位） 

第 98 条 当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合に、その全部を修理し、又は復旧す

ることができないときは、第 83 条（通信利用の制限）の規定により優先的に取り扱われる通信を確保するため、次

の順位に従ってその電気通信設備を修理し、又は復旧します。この場合において、第１順位及び第２順位の電

気通信設備は、同条の規定により当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。 

順 位 修理又は復旧する電気通信設備 

１ 

気象機関に設置されるもの 

水防機関に設置されるもの 

消防機関に設置されるもの 

災害救助機関に設置されるもの 

警察機関に設置されるもの 

防衛機関に設置されるもの 

輸送の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

通信の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

電力の供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

２ 

ガスの供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

水道の供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

選挙管理機関に設置されるもの 

当社が別に定める基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関に設置され

るもの 

預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第１順位となるものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 
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第 13 章 損害賠償 

 

 （責任の制限） 

第 99 条 当社は、ＩＰ通信網サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりその提供をし

なかったときは、そのＩＰ通信網サービスが全く利用できない状態（当該契約に係る電気通信設備による全ての通

信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度となる場合を含みます。以下この条において同じとしま

す。）にあることを当社が知った時刻から起算して、24 時間以上その状態が連続したときに限り、ＩＰ通信網サービ

ス契約者の損害を賠償します。 

ただし、特定協定事業者がその特定協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところにより損害を賠償する場

合及びＤＳＬ方式に起因する事象により全く利用できない状態となる場合は、この限りではありません。 

 

２ 前項の場合において、当社は、ＩＰ通信網サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知った時刻以後

のその状態が連続した時間（24 時間の倍数である部分に限ります。以下この条において同じとします。）に対応

する当該ＩＰ通信網サービスに係る料金表に規定する定額利用料（そのＩＰ通信網サービスの一部が全く利用でき

ない状態の場合は、その部分に係る料金額）を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

３ 本条第２項の場合において、全く利用できない状態が連続した時間に対応する料金額の算定にあっては、料金

表に準じて取扱います。 

４ 当社の故意又は重大な過失によりＩＰ通信網サービスの提供をしなかったときは、前項の規定は適用しません。 

 

 （免責） 

第100条 当社は、ＩＰ通信網サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理又は復旧の工事にあ

たって、ＩＰ通信網サービス契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それがやむを

得ない理由によるものであるときは、その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更（以下この条において

「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用については負担しません。 

ただし、別表に定めるＩＰ通信網サービスにおける基本的な技術的事項（以下この条において「技術的事項」と

いいます。）の規定の変更（取扱局交換設備の変更に伴う技術的事項の規定の適用の変更を含みます。）により、

現に契約者回線に接続されている自営端末設備又は自営電気通信設備の改造等を要する場合は、当社は、そ

の改造等に要する費用のうちその変更した規定に係る部分に限り負担します。 

３ 天災，事変その他の不可抗力により，ＩＰ通信網サービスを提供できなかったときは，当社は一切その責めを負わ

ないものとします。 



 
 

－28－ 

第 14 章 雑則 

 

 （承諾の限界） 

第 101 条 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが

技術的に困難なとき又は保守することが著しく困難である等、ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂

行上支障があるとき（その請求に係る契約者回線が他社接続契約者回線に係るものである場合は、その他社接

続契約者回線の協定事業者の承諾が得られない場合その他相互接続協定に基づく条件に適合しない場合を

含みます。）は、その請求を承諾しないことがあります。この場合、その理由をその請求をした者に通知します。 

ただし、この約款において別段の定めがある場合には、その定めるところによります。 

 

 （利用に係るＩＰ通信網サービス契約者の義務） 

第 102 条 ＩＰ通信網サービス契約者は、次のことを守っていただきます。 

(1) 当社がＩＰ通信網サービス契約に基づき設置した電気通信設備を移動し、取りはずし、変更し、分解し、若し

くは損壊し、又はその設備に線条その他の導体を連絡しないこと。 

ただし、天災、事変その他の非常事態に際して保護する必要があるとき，又は自営端末設備若しくは自営

電気通信設備の接続若しくは保守のため必要があるときは、この限りではありません。 

(2) 通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこと。 

(3)ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上支障がないと認めた場合を除いて、当社がＩＰ通信網サ

ービス契約に基づき設置した電気通信設備に他の機械、付加物品等を取り付けないこと。 

(4) 当社がＩＰ通信網サービス契約に基づき設置した電気通信設備を善良な管理者の注意をもって保管するこ

と。 

(5) 他人の著作権その他の権利を侵害する、公序良俗に反する、又は法令に反する態様（別記 16で定める禁止

事項も含みます。）でＩＰ通信網サービスを利用しないこと。 

２ ＩＰ通信網サービス契約者は、前項の規定に違反して電気通信設備を亡失し、又はき損したときは、当社が指定

する期日までにその補充、修繕その他の工事等に必要な費用を支払っていただきます。 

 

 （サービスの提供範囲等） 

第 103 条 当社は、この約款の規定によるＩＰ通信網サービスを本邦内に限り提供します。 

２ 相互接続点又はＮＳＰＩＸＰ（ＷＩＤＥプロジェクトによる商用インターネットの相互接続に関する研究のために設置

された電気通信設備をいいます。以下この条において同じとします。）との接続点において接続を行う場合に、当

社が提供するＩＰ通信網サービスの範囲は、その相互接続点又はＮＳＰＩＸＰとの接続点までとします。この場合に

おいて、当社は、その相互接続点又はＮＳＰＩＸＰとの接続点を介して接続している電気通信設備に係る通信の品

質を保証しません。 

 

 （ＩＰ通信網サービス契約者からの契約者回線の設置場所の提供等） 

第 104 条 ＩＰ通信網サービス契約者からの契約者回線（契約者回線の終端となる回線接続装置等を含みます。）

の設置場所の提供等については、別に定めるところによります。 

 

 （法令に規定する事項） 

第 105 条 ＩＰ通信網サービスの提供又は利用にあたり、法令に規定がある事項については、その定めるところによ

ります。 

 

 （閲覧） 

第 106 条 ＩＰ通信網サービスにおける基本的な技術的事項は、別表に定めるところによります。 

２ 当社は、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所において、ＩＰ通信網サービスを利用するうえで参考となる当

社が別に定める事項を記載した技術資料を閲覧に供します｡ 
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３ この約款において、当社が別に定めることとしている事項については、当社は、閲覧に供します。 
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別表１ ＩＰ通信網サービスにおける基本的な技術的事項 

 

１  有線アクセスサービス 

品 目 物 理 的 条 件 相 互 接 続 回 路 

100Mbps 
８ピンモジュラーコネクタ 

（ISO 標準 ISO8877 準拠） 
IEEE802.3ｕ 100BASE-TＸ準拠 

 

２  無線アクセスサービス 

品 目 物 理 的 条 件 相 互 接 続 回 路 

11.0Mbps 
８ピンモジュラーコネクタ 

（ISO 標準 ISO8877 準拠） 

IEEE802.3ｕ 100BASE-TＸ準拠 

IEEE802.3 10BASE-T 準拠 

 

３ ＡＤＳＬアクセスサービス 

相互接続回路 
物 理 的 条 件 

伝送速度 符号形式 送出電圧等 

８端子コネクタ 

（ISO 標準 IS8877 準拠） 

IEEE802.3ｕ 100BASE-TＸ準拠 

IEEE802.3 10BASE-T 準拠 

 

４ ビジネスＶＰＮサービス 
品 目 物 理 的 条 件 相 互 接 続 回 路 

100Mbps 
８ピンモジュラーコネクタ 

（ISO 標準 ISO8877 準拠） 
IEEE802.3ｕ 100BASE-TＸ準拠 
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別 記 

 

  １ ＩＰ通信網サービスの提供区域等 

当社のＩＰ通信網サービスは、次に掲げる県の区域における契約者回線の終端（相互接続点に

おけるものを除きます。以下同じとします。）相互間、相互接続点と契約者回線の終端との間又

は相互接続点相互間（同一の相互接続点に終始する場合を含みます。）において提供します。 

県  の  区  域 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

 

２ ＩＰ通信網サービス契約者の氏名等の変更 

 (1) ＩＰ通信網サービス契約者は、その氏名、名称又は住所若しくは居所又は料金等請求書の

送付先の変更があったときは、そのことを速やかにＩＰ通信網サービス取扱所に届け出ていた

だきます。   

 (2) (1)の届出があったときは、当社は、その届出のあった事実を証明する書類を提示していただ

くことがあります。 

 

３ ＩＰ通信網サービス契約者の地位の承継 

(1) 相続又は法人の合併によりＩＰ通信網サービス契約者の地位の承継があったときは、相続人

又は合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人は、当社所定の書面にこれを証

明する書類を添えて速やかにＩＰ通信網サービス取扱所に届け出ていただきます。 

(2) (1)の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人を当社に対する代表者

と定め、これを届け出ていただきます。これを変更したときも同様とします。 

(3) (2)の規定による代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した者のうちの 1人を代表者

として取り扱います。 

 

４ ＩＰ通信網サービス契約者からの契約者回線の設置場所の提供等 

(1) 契約者回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。以下この別記４において同

じとします。）又は建物内において、当社が契約者回線を設置するために必要な場所は、そ

のＩＰ通信網サービス契約者から提供していただきます。 

ただし、ＩＰ通信網サービス契約者から要請があったときは、当社は、その契約者回線の設

置場所を提供することがあります。 

(2) 当社が、ＩＰ通信網サービス契約に基づいて設置する回線接続装置その他の電気通信設備

に必要な電気は、ＩＰ通信網サービス契約者から提供していただくことがあります。 

(3) ＩＰ通信網サービス契約者は、契約者回線の終端のある構内又は建物内において、当社の

電気通信設備を設置するために管路等の特別な設備を要する場合は、自己の負担によりそ

の特別な設備を設置していただきます。 

 

５ 自営端末設備の接続 

(1) ＩＰ通信網サービス契約者は、その契約者回線の終端において、その契約者回線に自営端

末設備を接続するときは、その接続を請求していただきます。この場合において、端末機器

の技術基準適合認定等に関する規則（平成 16年総務省令第 15号。以下「技術基準適合認

定規則」といいます。）様式第７号の表示が付されている端末機器（技術基準適合認定規則

第３条で定める種類の端末設備の機器をいいます。）、技術基準等に適合することについて
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事業法第 86 条第１項に規定する登録認定機関又は事業法第 104 条第２項に規定する承認

認定機関の認定を受けた端末機器、又は技術基準適合認定規則様式第14号に規定する表

示を付された特定端末機器（技術基準適合認定規則第３条第２項で定める端末設備の機器

をいいます。）以外の自営端末設備を接続するときは、当社所定の書面によりその接続を請

求していただきます。 

(2) 当社は、(1)の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

   ア その接続が技術基準等に適合しないとき。 

   イ その接続が事業法施行規則第 31 条で定める場合に該当するとき。 

(3) 当社は、(2)の請求の承諾にあたっては、その接続が技術基準等に適合するかどうかの検査

を行います。 

   ア 技術基準適合認定規則様式第７号又は第 14 号の表示が付されている端末機器を接続

するとき。 

   イ 事業法施行規則第 32 条第１項で定める場合に該当するとき。 

(4) (3)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

(5) ＩＰ通信網サービス契約者は、工事担任者規則（昭和60年郵政省令第28号）第４条で定める

種類の工事担任者資格者証の交付を受けている者に自営端末設備の接続に係る工事を行

わせ、又は実地に監督させなければなりません。 

ただし、同規則第３条で定める場合は、この限りではありません。 

(6) ＩＰ通信網サービス契約者がその自営端末設備を変更したときについても、前各号の規定に

準じて取り扱います。 

(7) ＩＰ通信網サービス契約者は、その契約者回線に接続されている自営端末設備を取りはずし

たときは、そのことを当社に通知していただきます。 

 

   ６ 自営端末設備に異常がある場合等の検査 

(1) 当社は、契約者回線に接続されている自営端末設備に異常がある場合その他電気通信サ

ービスの円滑な提供に支障がある場合において必要があるときは、ＩＰ通信網サービス契約

者に、その自営端末設備の接続が技術基準等に適合するかどうかの検査を受けることを求め

ることがあります。この場合、ＩＰ通信網サービス契約者は、正当な理由がある場合その他事業

法施行規則第 32 条第２項で定める場合を除き、検査を受けることを承諾していただきます。 

(2) (1)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

(3) (1)の検査を行った結果、自営端末設備が技術基準等に適合していると認められないときは、Ｉ

Ｐ通信網サービス契約者は、その自営端末設備を契約者回線から取りはずしていただきま

す。 

 

７ 自営電気通信設備の接続 

(1) ＩＰ通信網サービス契約者は、その契約者回線の終端において、その契約者回線に自営電

気通信設備を接続するときは、その接続を行う場所、その自営電気通信設備を構成する機器

の名称その他その自営電気通信設備を特定するための事項を記載した当社所定の書面に

より、その接続の請求をしていただきます。 

(2) 当社は、(1)の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続により当社の電気通信回線設備の保持が経営上困難となることについて、総務

大臣の認定を受けたとき。 
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(3) 当社は、(2)の請求の承諾にあたっては、事業法施行規則第 32 条第１項で定める場合に該

当するときを除き、その接続が技術基準等に適合するかどうかの検査を行います。 

(4) (3)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

(5) ＩＰ通信網サービス契約者は、工事担任者規則第４条で定める種類の工事担任者資格者証

の交付を受けている者に自営電気通信設備の接続に係る工事を行わせ、又は実地に監督さ

せなければなりません。ただし、同規則第３条で定める場合は、この限りではありません。 

(6) ＩＰ通信網サービス契約者が、その自営電気通信設備を変更したときについても、前各号の

規定に準じて取り扱います。 

(7) ＩＰ通信網サービス契約者は、その契約者回線に接続されている自営電気通信設備を取りは

ずしたときは、そのことを当社に通知していただきます。 

 

   ８ 自営電気通信設備に異常がある場合等の検査 

       契約者回線に接続されている自営電気通信設備に異常がある場合その他電気通信サービス

の円滑な提供に支障がある場合の検査については、別記６（自営端末設備に異常がある場合等

の検査）の規定に準じて取り扱います。 

 

９ 事務手数料 

 ＩＰ通信網サービス契約者は、ＩＰ通信網サービス契約等の申込みの請求をし、その承諾を受け

たときは、料金表第４表（事務手数料）に規定する費用の支払いを要します。 

 

10 ＩＰアドレス又はＪＰドメイン名に係る申請手続きの代行等 

(1) 当社は、契約者から請求があったときは、当社が別に定めるところにより、その契約者に代わ

って社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（以下「ＪＰＮＩＣ」といいます。）又は

株式会社日本レジストリサービス（以下「ＪＰＲＳ」といいます。）にその契約者回線で使用するＩ

Ｐアドレスの割当て若しくは返却又はＪＰドメイン名の割当て、変更、移転若しくは廃止の申請

手続き等を行います。この場合、ＩＰ通信網サービス契約者は、ＪＰＮＩＣ又はＪＰＲＳに対して支

払いを要することとなる金額について当社が代位弁済することを承諾していただきます。 

(2) (1)の場合、契約者は、当社が別に定める申請手数料を支払って頂きます。 

(3) 契約者は、その契約者回線において当社が管理指定事業者（ＪＰＲＳに対しＪＰドメイン名に係

る申請手続き等の代行を行う事業者であって、ＪＰＲＳが定める者をいいます。）となっているＪ

Ｐドメイン名を利用している場合は、当社が別に定めるＪＰドメイン名保守手数料を支払ってい

ただきます。 

 

11 協定事業者の電気通信サービスに関する手続きの代行 

当社は、ＩＰ通信網サービスに係る契約の申込みをする者又は契約者から要請があったときは、

協定事業者（当社が別に定める協定事業者に限ります。）の電気通信サービスの利用に係る申

込み、請求、届出、その他当社が別に定める事項について、手続きの代行を行います。 

12 特定協定事業者 

当社は、次表に掲げる協定事業者を特定協定事業者として取り扱います。 

協定事業者 

西日本電信電話株式会社 
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13 特定協定事業者との相互接続に係る料金の取扱い 

(1) 特定協定事業者との相互接続に係る料金（相互接続協定に基づき当社が別に定めたもの

に限ります。）は、当社が設置する回線と他社接続契約者回線（その他社接続契約者回線を

介して接続されている他の特定協定事業者の電気通信回線（事業法施行規則第３ 条第２ 

項に定める専用役務に係るものに限ります。）を含みます。）とを合わせて定めるものとし、具

体的な取扱いは、次表のとおりとします。 

特定協定事業者 料金を定める事業者 料金を請求する 

事業者 

料金に関するその他の

取扱い 

西日本電信電話 

株式会社 

当社 当社 この約款に定めるところ

によります。 

(2)(1)の規定にかかわらず、特定協定事業者との相互接続に係る料金のうち、料金表に規定する

加算額（相互接続協定に基づき当社が別に定めたものを除きます。）及び料金表に別段の定め

がある料金については、この約款の規定により当社が定めるものとし、その料金に関するその他

の取扱いについては、この約款の定めるところによります。 

 

 

14 新聞社等の基準 

区 分 基        準 

１ 新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

(1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は論議することを

目的として、あまねく発売されること。 

(2) 発行部数が１の題号について、8,000 部以上であること。 

２ 放送事業者 電波法（昭和25年法律第131号）の規定により放送局の免許を受けた者

３ 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを備えた日刊新

聞紙に掲載し、又は放送事業者が放送するためのニュース又は情報（広

告を除きます。）をいいます。）を供給することを主な目的とする通信社 

15 技術資料の項目 

    自営端末設備又は自営電気通信設備に係る接続条件 

(1) 物理的条件 

(2) 電気的条件 

(3) 論理的条件 

     (注)品目によっては、閲覧に供することができない項目があります。 

 

16 ＩＰ通信網サービスにおける禁止事項 

ＩＰ通信網サービス契約者は、ＩＰ通信網サービスの利用にあたり、以下の行為を行わないもの

とします。 

(1) 他人の知的財産権（特許権、実用新案権、著作権、意匠権、商標権等）、その他の権利を

侵害する行為又は侵害するおそれのある行為。 

(2) 他人の財産、プライバシー若しくは肖像権を侵害する行為又は、侵害するおそれのある行

為。 

(3) 他人を誹謗中傷し、又はその名誉若しくは信用を毀損する行為。 

(4) 詐欺、業務妨害等の犯罪行為又は、これを誘発若しくは扇動する行為。 

(5) わいせつ、児童ポルノ若しくは児童虐待にあたる画像若しくは文章等を送信し、又は掲示
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する行為。 

(6) 法を逸脱した、又は逸脱するおそれのある営業行為（無限連鎖講の開設若しくはこれを勧

誘する行為又は悪質な連鎖販売取引等）。 

(7) ＩＰ通信網サービスにより利用しうる情報を改ざんし、または消去する行為。 

(8) 他人になりすましてＩＰ通信網サービスを利用する行為（偽装するためにメールヘッダー等

の部分に細工を行う行為を含みます）。 

(9) 有害なコンピュータプログラム等を送信し、又はこれを他人が受信可能な状態のまま放置す

る行為。 

(10) 他人の同意を得ることなく、他人が嫌悪感を抱く、又はそのおそれのある電子メールを送

信する行為。 

(11) 他人の同意を得ることなく、不特定多数の者に対し、商業的宣伝若しくは勧誘の電子メー

ルを送信する行為。 

(12) 当社若しくは、他人の電気通信設備の利用若しくは運用に支障を与える、又はその支障

を与えるおそれのある行為。 

(13) その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ、その行為を助長する態様でリ

ンクをはる行為。 

(14) その他、公序良俗に違反し、又は他人の権利を著しく侵害すると当社が判断した行為。 

(15) 当社の承諾を得ることなく、第三者からの要求に対し、情報を自発的に応答させる行為若

しくは応答させることを目的とした自営電気通信設備を設置する行為。 
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料 金 表 

 

通 則 

 

（料金表の適用） 

１ ＩＰ通信網サービスに関する料金及び工事に関する費用は、この料金表（以下「料金表」といいま

す。）に規定するほか、当社が別に定めるところによります。 

 

（料金の計算方法等） 

２ 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者がそのＩＰ通信網サービス契約に基づいて支払う料金は、料金月

（１の暦月の起算日（当社がＩＰ通信網サービス契約ごとに定める毎暦月の一定の日をいいます。）か

ら次の暦月の起算日の前日までの間をいいます。以下同じとします。）に従って計算します。 

３ 当社は、次の場合が生じたときは、定額利用料をその利用日数に応じて日割りします。 

(1) 料金月の初日以外の日に月額料金の額の改定があったとき。この場合改定後の定額利用料は、

その改定があった日から適用します。 

(2) 第 86 条（定額利用料の支払義務）第２項第２号の表の規定に該当するとき。 

(3) ７の規定に基づく起算日に変更があったとき。 

４ ＩＰ通信網サービスの品目の変更があった場合、変更のあった日の属する歴月の翌歴月より、変更後

の品目の定額利用料を適用します。 

５ ３の規定による定額利用料の日割は暦日数により行います。この場合、第 86 条（定額利用料の支払

義務）第２項第３号の表の１欄に規定する料金の算定にあたっては、その日数計算の単位となる 24

時間をその開始時刻が属する暦日とみなします。 

６ 第 99 条(責任の制限)第３項の場合において、全く利用できない状態が連続した時間に対応する料

金の算定に当たっては、２及び３の規定に準じて取り扱います。 

７ 当社は、ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、２に規定する

料金月の起算日を変更する場合があります。 

 

（端数処理） 

８ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端数

を切り捨てます。 

 

（料金等の支払い） 

９ ＩＰ通信網サービス契約者は、料金及び工事に関する費用について、当社が指定する期日までに当

社が定める方法により、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所又は金融機関等において支払っ

ていただきます。 

10 料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただきます。 

 

（料金の一括後払い） 

11 当社は、当社に特別の事情がある場合は、９及び10の規定にかかわらず、契約者の承諾を得て、２

月以上の料金を、当社が指定する期日までに、まとめて支払っていただくことがあります。 

 

（前受金） 

12 当社は、料金又は工事に関する費用について、契約者が希望される場合には、当社が別に定める
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条件に従って、あらかじめ前受金を預かることがあります。 

 

（支払を要する料金額） 

13 第 86 条（定額利用料の支払義務）から第 91 条（設備費の支払義務）までの規定等により料金表に

定める料金又は工事に関する費用について支払いを要するものとされている額は、この料金表に定

める額（税込額（消費税相当額を加算した額））に基づき計算した額とします。 

（注）この料金表に表示する括弧内の額は税込額を表します。 

 

（料金等の臨時減免） 

14 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、この約款の規定にかかわらず、臨時に、

その料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 
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第１表 料 金 

 

第１  有線アクセスサービスに係るもの 

 

 １ 適用 

 有線アクセスサービスに係る料金の適用については、第65条(定額利用料の支払義務)の規定

によるほか次のとおりとします。 

区 分 内   容 

ア 当社は、有線アクセスサービスの料金を適用するにあたって、次表のとおり

品目を定めます。 

  

 品 目 細目 内  容  

ｺｰｽ 1 

 

最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので契約者回線を収

容する電気通信設備の共用

度合がｺｰｽ 2 より大きいもの

で，他の事業者と通信可能なＩ

Ｐアドレスを１個使用して通信

が可能なもの。 

 

ﾌﾟﾗﾝＡ 

 

最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので、他の事業者と

通信可能なＩＰアドレスを２個

使用して通信が可能なもの。 

 

ﾌﾟﾗﾝ B 

 

最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので、特定のＩＰアド

レスを１個使用して通信が可

能なもの。 

 

ﾌﾟﾗﾝ C 

 

最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので、特定のＩＰアド

レスを 8 個使用して通信が可

能なもの。 

 

ｺｰｽ 2 

ﾌﾟﾗﾝ D 

 

最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので、特定のＩＰアド

レスを 16個使用して通信が可

能なもの。 

 

(1) 品目に係る料

金の適用 

 100Mbps 

 

ｺｰｽ 3 最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので契約者回線を収

容する電気通信設備の共用

度合がｺｰｽ 2 より小さいもの

で、特定のＩＰアドレスを使用し

て、通信が可能なもの。 
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ｺｰｽ 4 最大100Mbit/sの符号伝送が

可能なもので、他の事業者と

通信可能なＩＰアドレスを１個

使用して通信が可能なもので

あって、協定事業者の契約に

順ずるもの。 

ﾌﾟﾗﾝＡ 回線接続装置を使用し、最大

100Mbit/s の符号伝送が可能

なものであって、契約者回線

を収容する電気通信設備の共

用度合がｺｰｽ 2 より大きいもの

であり，他の事業者と通信可

能なＩＰアドレスを１個使用して

通信が可能なもの。 

ﾌﾟﾗﾝＢ 変復調装置を使用し、最大

100Mbit/s の符号伝送が可能

なものであって、契約者回線

を収容する電気通信設備の共

用度合がｺｰｽ 2 より大きいもの

であり，他の事業者と通信可

能なＩＰアドレスを１個使用して

通信が可能なもの。 

 

ｺｰｽ 5 

ﾌﾟﾗﾝＣ 集合型回線終端装置を使用

し、最大 100Mbit/s の符号伝

送が可能なものであって、契

約者回線を収容する電気通

信設備の共用度合がｺｰｽ 2 よ

り大きいものであり，他の事業

者と通信可能なＩＰアドレスを１

個使用して通信が可能なも

の。 

  

備考   

有線アクセスサービス契約者回線に接続される自営端末設備（当社が

別に定めるものに限ります）の最大数は、ｺｰｽ 1、ｺｰｽ 4、ｺｰｽ 5が 5台、

ｺｰｽ 2 のﾌﾟﾗﾝＡが 15 台、ｺｰｽ 2 のﾌﾟﾗﾝＢ、Ｃ、Ｄが 20 台までとします。 

 

 

イ 有線アクセスサービスに係る通信は、契約者回線等（契約者回線、相互接続

点（インターネット接続事業者との相互接続点）及びその他当社が必要により

設置する電気通信設備をいいます。）との間で行うことができます。この場合

において、当社は、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通

信の品質を保証しません。 

ウ 有線アクセスサービスに係る通信は、当社が別に定めるところに従って契約

者識別符号および暗証符号を送信することにより行うことができます。ただし、

ｺｰｽ 4 を除きます。 
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 エ 契約者回線において、当社の業務の遂行上および当社の電気通信設備等

に著しい支障を及ぼし又は及ぼすおそれがある場合は、その契約者回線の

使用を制限する場合があります。 

オ ｺｰｽ 5 においては、当社が契約者グループ（当社が指定する同一の構内又

は建物内に終端がある契約者回線に係るＩＰ通信網契約者からなるグループ

をいいます。以下同じとします。）を設定し、1の契約者グループに係る契約者

回線の数が 8以上となるものに限り、提供します。 

ア 当社は、１の契約者回線において、１の料金月の送受信のデータ伝送量が

次表に定める上限値を超えたときには、その契約者回線の最大符号伝送速

度を制限することがあります。ただし、ｺｰｽ 4 を除きます。 

 

品 目 細目 

最大ﾃﾞｰﾀ 

伝送量 

上限値 

最大符号 

伝送速度 

制限値 

ｺｰｽ１ 150Gbyte 64kbps 

ﾌﾟﾗﾝＡ 300Gbyte 64kbps 

ﾌﾟﾗﾝＢ 500Ｇbyte 64kbps 

ﾌﾟﾗﾝＣ 500Ｇｂyte 64kbps 

ｺｰｽ２ 

ﾌﾟﾗﾝＤ 500Ｇｂyte 64kbps 

ｺｰｽ３ 1000Ｇbyte 64kbps 

ﾌﾟﾗﾝＡ 150Gbyte 64kbps 

ﾌﾟﾗﾝＢ 150Gbyte 64kbps 

 

100Mbps 

 

ｺｰｽ 5 

ﾌﾟﾗﾝＣ 150Gbyte 64kbps 

 

(２)データ伝送速

度の制限 

当社は、上の場合にはあらかじめＩＰ通信網サービス契約者にそのことを通

知します。 

イ アのデータ伝送量は、当社の機器により測定します。 

(３) 最低利用期間

内に契約の解

除等があった場

合の料金の適

用 

ア ＩＰ通信網サービスには、最低利用期間があります。 

イ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービス契約の

解除があった場合は、第 86 条（定額利用料の支払義務）及び料金表通則の

規定にかかわらず、残余の期間に対応する料金（利用料金（２（料金額）に規

定する基本額の額とします。）に消費税相当額を加算した額とします。以下こ

の欄において同じとします。）に相当する額を、当社が定める期日までに一括

して支払っていただきます。 

ウ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービスの種類

の変更があった場合は、変更前の料金の額から変更後の料金の額を控除し、

残額があるときは、その残額に残余の期間を乗じて得た額を、当社が定める

期日までに一括して支払っていただきます。 

エ ウの場合に、サービスの種類の変更と同時にその契約者回線の設置場所に

おいて、契約者回線の新設又はＩＰ通信網サービス契約の解除を行うときの残

額の算定は、同時に行う新設等の契約者回線の料金を合算して行います。 
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(４) ｺｰｽ5における

1の契約者グル

ープにて多数

利用される場合

の料金の適用 

ア ｺｰｽ 5において、1の契約者グループに係る契約者回線の数が16以上であ

るときは、契約者からの申出により、そのｺｰｽ 5に係る料金について、ｺｰｽ 5に

おける多数利用に係る割引（以下この欄において「集合住宅多回線割引」と

いいます。）を適用します。 

  この場合、集合住宅多回線割引の対象となるｺｰｽ 5 の割引額については、２

料金額２－１基本料の額に 200 円（税込額 210 円）を減額して適用します。 

イ 集合住宅多回線割引に係る料金額の計算は暦月単位で行います。 

ウ 集合住宅多回線割引に係る料金の適用については、契約者の申出を当社

が承諾した日から、その廃止があった日の前日までの期間について適用しま

す。 

エ 当社は、新たな契約者から、その集合住宅多回線割引の対象となる契約者

回線の申出があったときは、その申出を当社が承諾した日から、集合住宅多

回線割引を適用している契約者回線を集合住宅多回線割引から除外する旨

の申出があったときは、その申出の前日まで、その集合住宅多回線割引を適

用するＩＰ通信網サービス契約として取り扱いします。 

オ ウ又はエに規定する場合の集合住宅多回線割引の対象となるＩＰ通信網サ

ービスの料金は、料金表通則の規定に準じて取り扱います。 

(５) 収容区域及び

加入区域の設

定 

ア 当社は、ＩＰ通信網サービス取扱局に契約者回線を収容する区域（以下「収

容区域」といいます。）及びその収容区域のうち、特別な料金（線路設置費及

び線路に関する加算額をいいます。）の支払いを必要としないでＩＰ通信網サ

ービスを提供する区域（以下「加入区域」といいます。）を別に定めます。 

イ 収容区域及び加入区域は､行政区画、その地域の社会的、経済的､地理的

条件､需要動向及び当社の電気通信設備の状況等を考慮します。 

(６) 契約者回線の

終端が加入区

域外になる場

合の加算額の

適用 

ア その契約者回線の終端が収容されているＩＰ通信網サービス取扱局の加入

区域を超える地点から引込柱又は基地局までの線路（以下「区域外線路」と

いいます。）について、区域外線路に係る加算額を適用します。 

イ 加入区域の設定・変更、契約者回線の移転等により区域外線路の変更があ

ったときは、加算額を再算定します。 

(７) 復旧等に伴い

ＩＰ通信網サー

ビス取扱局を変

更した場合の

料金の適用 

ア 第98条（修理又は復旧の順位）の規定により、故障又は滅失した契約者回

線の修理又は復旧をする場合に一時的にそのＩＰ通信網サービス取扱局を変

更した場合の料金の加算額は、２（料金額）の規定にかかわらず、その契約者

回線を変更前のＩＰ通信網サービス取扱局において修理又は復旧したものと

みなして適用します。 

(８) 特別電気通信

設備に係る加

算額の適用 

ア 契約者回線において、当社が特別な電気通信設備を提供した場合に、特別

な電気通信設備に係る加算額を適用します。 

(９) 付加機能に関

する料金の適

用 

ア 当社が提供する付加機能を利用した場合、その機能に係る付加機能利用

料を適用します。 
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 ２ 料金額 

２－１ 基本料 

１契約者回線ごとに月額 

品 目 細目 料金額 （税込額） 

ｺｰｽ１ 4,800 円（5,040 円）

ﾌﾟﾗﾝＡ 14,900 円（15,645 円）

ﾌﾟﾗﾝＢ 30,900 円（32,445 円）

ﾌﾟﾗﾝＣ 40,900 円（42,945 円）

ｺｰｽ２ 

ﾌﾟﾗﾝＤ 60,900 円（63,945 円）

ｺｰｽ 3 218,900 円（229,845 円）

ｺｰｽ 4 4,300 円（4,515 円）

ﾌﾟﾗﾝＡ 3,300 円（3,465 円）

ﾌﾟﾗﾝＢ 3,300 円（3,465 円）

100Mbps 

ｺｰｽ 5 

ﾌﾟﾗﾝＣ 3,300 円（3,465 円）

契約者回線の利用の一時中断に係る料金 500円（525円）

 

２－２ 加算額 

 月額 

区 分 料金額（税込額） 

(1) 区域外線路使用料 （区域外線路 100m までごとに） 500 円（525 円）

(2) 特別電気通信設備使用料 別に算定する実費
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第２  無線アクセスサービスに係るもの 

 

 １ 適用 

 無線アクセスサービスに係る料金の適用については、第86条(定額利用料の支払義務)の規定

によるほか次のとおりとします。 

区 分 内   容 

ア 当社は、無線アクセスサービスの料金を適用するにあたって、次表のとおり

品目を定めます。 

 品 目 内  容  

 11.0Mbps 最大11.0Mbit/sの符号伝送が可能なもので、他の事業者

と通信可能なＩＰアドレスを１個使用して通信が可能なも

の。 

 

(1) 品目に係る料

金の適用 

イ 無線アクセスサービスに係るものについては、天候等により、電波の伝わりに

くい状況の場合には、充分な品質が得られないことがありますので、あらかじ

めご了承のうえ利用していただきます。 

ウ 無線アクセスサービスに係る通信は、契約者回線等（契約者回線、相互接続

点（インターネット接続事業者との相互接続点）及びその他当社が必要により

設置する電気通信設備をいいます。）との間で行うことができます。この場合

において、当社は、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通

信の品質を保証しません。 

エ 無線アクセスサービスに係る通信は、当社が別に定めるところに従って契約

者識別符号および暗証符号を送信することにより行うことができます。 

オ 契約者回線において、当社の業務の遂行上および当社の電気通信設備等

に著しい支障を及ぼし又は及ぼすおそれがある場合は、その契約者回線の

使用を制限する場合があります。 

ア 当社は、１の契約者回線において、１の料金月の送受信のデータ伝送量が

次表に定める上限値を超えたときには、その契約者回線の最大符号伝送速

度を制限することがあります。 

品 目 

最大ﾃﾞｰﾀ 

伝送量 

上限値 

最大符号 

伝送速度 

制限値 

 

11.0Mbps 50Gbyte 64kbps 

 

(２)データ伝送速

度の制限 

当社は、上の場合にはあらかじめＩＰ通信網サービス契約者にそのことを通

知します。 

イ アのデータ伝送量は、当社の機器により測定します。 

(３) 最低利用期間

内に契約の解

除等があった場

合の料金の適

用 

ア ＩＰ通信網サービスには、最低利用期間があります。 

イ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービス契約の

解除があった場合は、第 86 条（定額利用料の支払義務）及び料金表通則の

規定にかかわらず、残余の期間に対応する料金（利用料金（２（料金額）に規

定する基本額の額とします。）に消費税相当額を加算した額とします。以下こ

の欄において同じとします。）に相当する額を、当社が定める期日までに一括

して支払っていただきます。 

ウ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービスの種類 
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 の変更があった場合は、変更前の料金の額から変更後の料金の額を控除し、

残額があるときは、その残額に残余の期間を乗じて得た額を、当社が定める

期日までに一括して支払っていただきます。 

エ ウの場合に、サービスの種類の変更と同時にその契約者回線の設置場所に

おいて、契約者回線の新設又はＩＰ通信網サービス契約の解除を行うときの残

額の算定は、同時に行う新設等の契約者回線の料金を合算して行います。 

(４) 収容区域及び

加入区域の設

定 

ア 当社は、ＩＰ通信網サービス取扱局に契約者回線を収容する区域（以下「収

容区域」といいます。）及びその収容区域のうち、特別な料金（線路設置費及

び線路に関する加算額をいいます。）の支払いを必要としないでＩＰ通信網サ

ービスを提供する区域（以下「加入区域」といいます。）を別に定めます。 

イ 収容区域及び加入区域は､行政区画、その地域の社会的、経済的､地理的

条件､需要動向及び当社の電気通信設備の状況等を考慮します。 

(５) 契約者回線の

終端が加入区

域外になる場

合の加算額の

適用 

ア その契約者回線の終端が収容されているＩＰ通信網サービス取扱局の加入

区域を超える地点から引込柱又は基地局までの線路（以下「区域外線路」と

いいます。）について、区域外線路に係る加算額を適用します。 

イ 加入区域の設定・変更、契約者回線の移転等により区域外線路の変更があ

ったときは、加算額を再算定します。 

(６) 復旧等に伴い

ＩＰ通信網サー

ビス取扱局を変

更した場合の

料金の適用 

ア 第77条（修理又は復旧の順位）の規定により、故障又は滅失した契約者回

線の修理又は復旧をする場合に一時的にそのＩＰ通信網サービス取扱局を変

更した場合の料金の加算額は、２（料金額）の規定にかかわらず、その契約者

回線を変更前のＩＰ通信網サービス取扱局において修理又は復旧したものと

みなして適用します。 

(７) 特別電気通信

設備に係る加

算額の適用 

ア 契約者回線において、当社が特別な電気通信設備を提供した場合に、特別

な電気通信設備に係る加算額を適用します。 

(８) 付加機能に関

する料金の適

用 

ア 当社が提供する付加機能を利用した場合、その機能に係る付加機能利用

料を適用します。 

 

２ 料金額 

２－１ 基本料 

１契約者回線ごとに月額 

品 目 料金額（税込額） 

11.0Mbps 3,600 円（3,780 円）

 

２－２ 加算額 

 月額 

区 分 料金額（税込額） 

(1) 区域外線路使用料 （区域外線路 100m までごとに） 500 円（525 円）

(2) 特別電気通信設備使用料 別に算定する実費
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第３  ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの 

 

 １ 適用 

 ＡＤＳＬアクセスサービスに係る料金の適用については、第86条(定額利用料の支払義務)の規

定によるほか次のとおりとします。 

区 分 内   容 

ア 当社は、ＡＤＳＬアクセスサービスの料金を適用するにあたって、次表のとお

り品目を定めます。 

品 目 内  容   

1Mbps 利用回線が特定協定事業者のＤＳＬ等接続専用サービス

に係る契約に基づき設置されるものであって、ＩＰ通信網

サービス取扱局から利用回線への伝送方向については、

最大 1Mbit/s まで、他の伝送方向については最大

512kbit/s までの符号伝送が可能なもので、他の事業者と

通信可能なＩＰアドレスを１個使用して通信が可能なもの。 

 

 12Mbps 利用回線が特定協定事業者のＤＳＬ等接続専用サービス

に係る契約に基づき設置されるものであって、ＩＰ通信網

サービス取扱局から利用回線への伝送方向については、

最大 12Mbit/s まで、他の伝送方向については最大 1Ｍ

bit/s までの符号伝送が可能なもので、他の事業者と通信

可能なＩＰアドレスを１個使用して通信が可能なもの。 

 

 24Mbps 利用回線が特定協定事業者のＤＳＬ等接続専用サービス

に係る契約に基づき設置されるものであって、ＩＰ通信網

サービス取扱局から利用回線への伝送方向については、

最大 24Mbit/s まで、他の伝送方向については最大 1Ｍ

bit/s までの符号伝送が可能なもので、他の事業者と通信

可能なＩＰアドレスを１個使用して通信が可能なもの。 

 

 40Mbps 利用回線が特定協定事業者のＤＳＬ等接続専用サービス

に係る契約に基づき設置されるものであって、ＩＰ通信網

サービス取扱局から利用回線への伝送方向については、

最大 40Mbit/s まで、他の伝送方向については最大 1Ｍ

bit/s までの符号伝送が可能なもので、他の事業者と通信

可能なＩＰアドレスを１個使用して通信が可能なもの。 

 

(1) 品目に係る料

金の適用 

イ ＡＤＳＬアクセスサービスに係る通信は、契約者回線等（契約者回線、相互接

続点（インターネット接続事業者との相互接続点）及びその他当社が必要によ

り設置する電気通信設備をいいます。）との間で行うことができます。この場合

において、当社は、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通

信の品質を保証しません。 

ウ ＡＤＳＬアクセスサービスに係る通信は、当社が別に定めるところに従って契

約者識別符号および暗証符号を送信することにより行うことができます。 

エ 契約者回線において、当社の業務の遂行上および当社の電気通信設備等

に著しい支障を及ぼし又は及ぼすおそれがある場合は、その契約者回線の

使用を制限する場合があります。 
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(２) 最低利用期間

内に契約の解

除等があった場

合の料金の適

用 

ア ＩＰ通信網サービスには、最低利用期間があります。 

イ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービス契約の

解除があった場合は、第 86 条（定額利用料の支払義務）及び料金表通則の

規定にかかわらず、残余の期間に対応する料金（利用料金（２（料金額）に規

定する基本額の額とします。）に消費税相当額を加算した額とします。以下こ

の欄において同じとします。）に相当する額を、当社が定める期日までに一括

して支払っていただきます。 

ウ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービスの種類

の変更があった場合は、変更前の料金の額から変更後の料金の額を控除し、

残額があるときは、その残額に残余の期間を乗じて得た額を、当社が定める

期日までに一括して支払っていただきます。 

エ ウの場合に、サービスの種類の変更と同時にその契約者回線の設置場所に

おいて、契約者回線の新設又はＩＰ通信網サービス契約の解除を行うときの残

額の算定は、同時に行う新設等の契約者回線の料金を合算して行います。 

(３) 特別電気通信

設備に係る加

算額の適用 

ア 契約者回線において、当社が特別な電気通信設備を提供した場合に、特別

な電気通信設備に係る加算額を適用します。 

(４) 付加機能に関

する料金の適

用 

ア 当社が提供する付加機能を利用した場合、その機能に係る付加機能利用

料を適用します。 

(５)変復調装置の

料金の適用 

ア 当社の変復調装置を設置した場合、変復調装置に係る加算額を適用しま

す。 

 

２ 料金額 

１契約者回線ごとに月額 

料金額（税込額） 

品 目 
そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に

係る利用回線が利用回線型サービス

に係るものであるとき 

そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に係

る利用回線が契約者回線型サービス

に係るものであるとき 

1Mbps 1,693 円（1,777 円） 2,948 円（3,095 円）

12Mbps 3,117 円（3,272 円） 4,372 円（4,590 円）

24Mbps 3,317 円（3,482 円） 4,572 円（4,800 円）

40Mbps 3,317 円（3,482 円） 4,572 円（4,800 円）

備 考 

    「利用回線型サービス」とは、特定協定事業者の契約約款に規定する「利用回線型サービス」を、

「契約者回線型サービス」とは、同契約約款に規定する「契約者回線型サービス」をいいます。

以下同じとします。 
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第４ ビジネスＶＰＮサービスに係るもの 

 

１ 適用 

 ビジネスＶＰＮサービスに係る料金の適用については、第86条(定額利用料の支払義務)の規

定によるほか次のとおりとします。 

区 分 内   容 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり、ビジネスＶＰＮサービス契 

約者回線において、区分及び方式を定めます。 

 

ア ビジネスＶＰＮサービス契約者回線の区分 

区 分 内  容  

第１種アクセス回線 当社が設置するビジネスＶＰＮサービス契約者回線 

 第２種アクセス回線 他社接続回線との相互接続により設置するビジネスＶＰ

Ｎサービス契約者回線 

 備 考 

１ ビジネスＶＰＮサービス契約者が指定することができる第１種アクセス回線の

終端の場所は、当社が別に定めるＩＰ通信網サービス取扱局の収容域内に限

ります。 

２ ビジネスＶＰＮサービス契約者が指定することができる第２種アクセス回線の

終端の場所は、協定事業者が定める収容域内によります。 

 

イ ビジネスＶＰＮサービス契約者回線の方式 

方 式 内  容 

イーサネット伝送

方式 

別表１に規定するユーザ網インターフェイスに係る電気通

信回線を使用するもの 

ＡＤＳＬ伝送方式 利用回線（相互接続点を介して、当社のＩＰ通信網と相互

に接続する電気通信回線であって、特定協定事業者のＤ

ＳＬ等接続専用サービスに基づいて設置されるもの）を利

用するもの、又は協定事業者の契約約款及び料金表に

規定するＤＳＬ回線又は光アクセス回線と接続して提供す

る他社接続回線と相互に接続した電気通信回線を使用す

るもの 

(1) ビジネス

ＶＰＮサー

ビス契約者

回線にお

ける区分及

び方式に

係る料金の

適用 

 

 

 

 

備 考 

１ イーサネット伝送方式は、第１種アクセス回線又は第２種アクセス回線により

提供いたします。 

２ ＡＤＳＬ伝送方式は、第２種アクセス回線に限り提供いたします。 

３ ビジネスＶＰＮサービス契約者は、第 61 条（品目の変更）の規定にかかわら

ず、伝送方式の異なるアクセス回線間での品目変更は請求することはできま

せん。 
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ア 当社は、ビジネスＶＰＮサービスの料金を適用するにあたって、次表のとおり品目

を定めます。 

品 目 内  容 

ｺｰｽ 1 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、最大 100Mbit/s

の符号伝送が可能なもの 

第 １種ア

クセス回

線に係る

もの 

ｲｰｻﾈｯ ﾄ

伝送方式

100Mbps ｺｰｽ 2 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、最大 100Mbit/s

の符号伝送が可能なもの 

ｲｰｻﾈｯﾄ

伝送方式

100Mbps 

ｺｰｽ 3 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、最大 100Mbit/s

の符号伝送が可能なものであって、協定事

業者の契約約款及び料金表に規定する光ア

クセス回線と接続して提供する他社接続回

線と相互に接続した電気通信回線を使用す

るもの 

ｺｰｽ 4 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、ビジネスＶＰＮ

サービス取扱局から利用回線への伝送方向

については、最大 12Mbit/s まで、他の伝送

方向については、最大 1Mbit/s までの伝送

が可能なものであって、利用回線を利用する

もの 

ＡＤＳＬ伝

送方式 

12 Mbps 

 

ｺｰｽ 5 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、ビジネスＶＰＮ

サービス取扱局から利用回線への伝送方向

については、最大 12Mbit/s まで、他の伝送

方向については、最大 1Mbit/s までの伝送

が可能なものであって、協定事業者の契約

約款及び料金表に規定するＤＳＬ回線と接

続して提供する他社接続回線と相互に接続

した電気通信回線を使用するもの 

(2) 品目に係

る料金の

適用  

 

第 ２種ア

クセス回

線に係る

もの 

ＡＤＳＬ伝

送方式 

24 Mbps 

ｺｰｽ 6 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、ビジネスＶＰＮ

サービス取扱局から利用回線への伝送方向

については、最大 24Mbit/s まで、他の伝送

方向については、最大 1Mbit/s までの伝送

が可能なものであって、利用回線を利用する

もの 
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  ｺｰｽ 7 ビジネスＶＰＮ装置を使用し、ビジネスＶＰＮ

サービス取扱局から利用回線への伝送方向

については、最大 24Mbit/s まで、他の伝送

方向については、最大 1Mbit/s までの伝送

が可能なものであって、協定事業者の契約

約款及び料金表に規定するＤＳＬ回線と接

続して提供する他社接続回線と相互に接続

した電気通信回線を使用するもの 

 

備 考 

ビジネスＶＰＮサービス契約者回線に接続される自営端末設備（当社が別に定

めるものに限ります）の最大数は、ｺｰｽ 1が 15台、それ以外のｺｰｽは 5台までと

します。 

 

イ ビジネスＶＰＮサービスに係る通信は、契約者回線等（契約者回線、相互接続点

（他社接続回線との相互接続点）及びその他当社が必要により設置する電気通信

設備（ビジネスＶＰＮ装置等）をいいます。）との間で行うことができます。この場合

において、当社は相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通信の

品質を保証しません。 

ウ ビジネスＶＰＮサービスに係る通信は、当社が別に定めるところに従って契約者識

別符号及び暗証符号を送信することにより行うことができます。 

エ 契約者回線において、当社の業務の遂行上及び当社の電気通信設備等に著し

い支障を及ぼし又は及ぼすおそれがある場合は、その契約者回線の使用を制限

する場合があります。 

ア 当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり通信又は保守の態様による

細目を定めます。 

（ア） 利用回線による区別 

区  別 内  容 

電話重畳タイプ 第２種アクセス回線に係る利用回線が利用回線型サービ

スに係るものであるとき 

電話非重畳タイプ 第２種アクセス回線に係る利用回線が契約者回線型サー

ビスに係るものであるとき 

 

備 考 

１ 利用回線による区別は、ＡＤＳＬ伝送方式のものにあります。 

２ 「利用回線型サービス」とは、西日本電信電話株式会社の契約約款に規定

する「利用回線型サービス」を、「契約者回線型サービス」とは、同契約約款

に規定する「契約者回線型サービス」をいいます。以下同じとします。 

３ ビジネスＶＰＮサービス契約者は、利用回線による区別の変更を請求するこ

とはできません。 

（イ） 保守の区別 

(3) 細目に係

る料金の

適用 

 区  別 内  容 
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タイプ１ ＩＰ通信網サービス取扱所の営業時間（土曜日、日曜日及

び祝日（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178

号）の規定により休日とされた日並びに１月２日及び１月３

日をいいます。）を除く毎日午前９時から午後５時までの

時間をいいます。以下同じとします。）外に、その契約者

回線等について修理又は復旧の請求を受け付けたとき

に、その受け付けた時刻以後の直近の営業時間におい

てその修理又は復旧を行うもの 

タイプ２ タイプ１以外のもの 

 

 

備 考 

１ 当社が別に定める協定事業者との相互接続による場合（前項で定めるｺｰｽ

3、ｺｰｽ5及びｺｰｽ7のもの）は、他社接続回線を除くものに対し、タイプ１及び

タイプ２を適用します。 

 

 

(4) 最低利用

期間内に

契約の解

除等があっ

た場合の

料金の適

用 

 

ア ＩＰ通信網サービスには、最低利用期間があります。 

イ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービス契約の解除

があった場合は、第86条（定額利用料の支払義務）及び料金表通則の規定にかか

わらず、残余の期間に対応する料金（利用料金（２（料金額）に規定する基本額の

額とします。）に消費税相当額を加算した額とします。以下この欄において同じとし

ます。）に相当する額を、当社が定める期日までに一括して支払っていただきま

す。 

ウ ＩＰ通信網サービス契約者は、最低利用期間内にＩＰ通信網サービスの種類の変

更があった場合は、変更前の料金の額から変更後の料金の額を控除し、残額があ

るときは、その残額に残余の期間を乗じて得た額を、当社が定める期日までに一

括して支払っていただきます。 

エ ウの場合に、サービスの種類の変更と同時にその契約者回線の設置場所におい

て、契約者回線の新設又はＩＰ通信網サービス契約の解除を行うときの残額の算定

は、同時に行う新設等の契約者回線の料金を合算して行います。 

(5) グループ

ＶＰＮ機能

使用料の

適用 

ア 当社は、1の契約者回線群の設定ごとに、グループＶＰＮ機能使用料を支払って

いただきます。 

イ 1の契約者回線群におけるビジネスＶＰＮサービス契約者回線の数が、50回線ご

とにグループＶＰＮ機能使用料を加算します。 

(6) 収容区域

及び加入

区域の設

定 

ア 当社は、ＩＰ通信網サービス取扱局に契約者回線を収容する区域（以下「収容区

域」といいます。）及びその収容区域のうち、特別な料金（線路設置費及び線路に

関する加算額をいいます。）の支払いを必要としないでＩＰ通信網サービスを提供

する区域（以下「加入区域」といいます。）を別に定めます。 

イ 収容区域及び加入区域は､行政区画、その地域の社会的、経済的､地理的条件､

需要動向及び当社の電気通信設備の状況等を考慮します。 
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(7) 契約者回

線の終端

が加入区

域外になる

場合の加

算額の適

用 

ア その契約者回線の終端が収容されているＩＰ通信網サービス取扱局の加入区域

を超える地点から引込柱又は基地局までの線路（以下「区域外線路」といいま

す。）について、区域外線路に係る加算額を適用します。 

イ 加入区域の設定・変更、契約者回線の移転等により区域外線路の変更があった

ときは、加算額を再算定します。 

(8) 復旧等に

伴いＩＰ通

信網サー

ビス取扱

局を変更し

た場合の

料金の適

用 

ア 第98条（修理又は復旧の順位）の規定により、故障又は滅失した契約者回線の

修理又は復旧をする場合に一時的にそのＩＰ通信網サービス取扱局を変更した場

合の料金の加算額は、２（料金額）の規定にかかわらず、その契約者回線を変更

前のＩＰ通信網サービス取扱局において修理又は復旧したものとみなして適用しま

す。 

 

(9) 利用回線

に 係 る 料

金額設定 

ア ＡＤＳＬ伝送方式におけるｺｰｽ4及びｺｰｽ6に係る利用回線の料金、工事に関する

費用及び手続きに関する費用については、当社の提供区間と西日本電信電話株

式会社の電気通信サービスの提供区間とを合わせて当社が設定します。 

  ただし、西日本電信電話株式会社の契約約款に規定するところによりその西日本

電信電話株式会社が定める工事に関する費用については、この限りではありませ

ん。 

(10) 特別電

気通信設

備に係る

加算額の

適用 

ア 契約者回線において、当社が特別な電気通信設備を提供した場合に、特別な電

気通信設備に係る加算額を適用します。 

(11) 回線接

続装置の

料金の適

用 

ア 当社が回線接続装置を提供した場合、回線接続装置に係る加算額を適用しま

す。 

(12) 変復調

装置の料

金の適用 

ア 当社が変復調装置を提供した場合、変復調装置に係る加算額を適用します。 

(13) 付加機

能に関する料

金の適用 

ア 当社が提供する付加機能を利用した場合、その機能に係る付加機能利用料を適

用します。 
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２ 料金額 

 ２－１ 基本料（ビジネスＶＰＮサービス契約者回線） 

  ①第１種アクセス回線 

イーサネット伝送方式のもの                            1契約者回線ごとに月額 

品 目 細 目 料金額（税込額） 

タイプ1 15,000円（15,750円）ｺｰｽ1 

タイプ2 20,000円（21,000円）

タイプ1 11,500円（12,075円）

100Ｍｂｐｓ 

ｺｰｽ2 

タイプ2 16,500円（17,325円）

契約者回線の利用の一時中断に係る料金 500円（525円）

  ②第2種アクセス回線 

イーサネット伝送方式のもの                            1契約者回線ごとに月額 

品 目 細 目 料金額（税込額） 

タイプ1 8,230円（8,641円）100Ｍｂｐｓ ｺｰｽ3 

タイプ2 10,230円（10,741円）

契約者回線の利用の一時中断に係る料金 500円（525円）

備 考 

別途、協定事業者の契約約款及び料金表に規定する光アクセス回線の利用料が必要。 

ＡＤＳＬ伝送方式のもの                              1契約者回線ごとに月額 

料金額（税込額） 品 目 細 目 

利用回線型サービス 契約者回線型サービス

タイプ1 10,000円（10,500円） 11,400円（11,970円）ｺｰｽ4 

タイプ2 15,000円（15,750円） 16,400円（17,220円）

タイプ1 8,230円（8,641円） 8,230円（8,641円）

12Ｍｂｐｓ 

ｺｰｽ5 

タイプ2 10,230円（10,741円） 10,230円（10,741円）

タイプ1 10,000円（10,500円） 11,400円（11,970円）ｺｰｽ6 

タイプ2 15,000円（15,750円） 16,400円（17,220円）

タイプ1 8,230円（8,641円） 8,230円（8,641円）

24Ｍｂｐｓ 

ｺｰｽ7 

タイプ2 10,230円（10,741円） 10,230円（10,741円）

契約者回線の利用の一時中断に係る料金 500円（525円）

備 考 

ｺｰｽ5およびｺｰｽ7については、別途、協定事業者の契約約款及び料金表に規定するＤＳＬ回線の利用

料が必要。 
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 ２－２ 使用料（グループＶＰＮ機能） 

1契約者回線群ごとに月額 

料金種別 料金額（税込額） 

グループＶＰＮ機能使用料 15,000円（15,750円）

備 考 

1契約者回線群においてビジネスＶＰＮサービス契約者回線の数が、50回線を超える場合、50回線ごと

に本使用料を加算する。 

 

 ２－３ 加算額 

 月額 

区 分 料金額（税込額） 

(1) 区域外線路使用料 （区域外線路 100m までごとに） 500 円（525 円）

(2) 特別電気通信設備使用料 別に算定する実費

 



 
 

－54－ 

第５ 付加機能利用料 

 

１ 適用 

  付加機能利用料については次の区分があります。 

タイプ１ 有線アクセスサービス（ｺｰｽ１に限ります。）に適用します。 

タイプ２ 有線アクセスサービス（ｺｰｽ２に限ります。）、無線アクセスサービス、ＡＤＳＬアクセス

サービスに適用します。 

タイプ３ 有線アクセスサービス（ｺｰｽ３に限ります。）に適用します。 

 

   ２ 料金額 

 

（１）タイプ１に係るもの          月額 

区 分 単 位 料金額（税込額）

基本額
1のメールアドレス 

利用ごとに 
無料 

1 のメールアドレス 

追加ごとに 
100 円（105 円）

当社が設置する電子メール

情報蓄積装置を利用して電

子メールの蓄積、読み出し

又は転送等を行うことができ

る機能 
加算額

1のメール蓄積容量５

ＭＢ追加ごとに 
150 円（157 円）

1 この機能は、1の契約者回線につき1のメールアドレスを割り当てるものとし

ます。 

2 1 のメールアドレスにおいて利用できるメール情報蓄積容量は、当社が別

に定める容量の範囲内とします。 

3 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用するメールアドレスの数及び 1 のメール

アドレスにおいて利用できるメール情報蓄積容量の変更を請求することがで

きます。 

4 メールアドレスの数は、当社が別に定める数量の範囲内で追加することが

できます。 

5 メール情報蓄積容量は、1 のメールアドレスごとに５ＭＢ単位で最大１５ＭＢ

まで追加することができます。 

6 蓄積された電子メールは、６０日間経過した後、消去します。 

7 電子メール機能に係るその他の提供条件については、当社が別に定める

ところによります。 

8 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用しているメールアドレスの変更を請求す

ることができます。 

 この場合、第4表（事務手数料等）第2（料金額）の （1）のウに規定する手数

料を支払っていただきます。 

１  電子メール

機能の提供 

 

備

考

9 当社は、ＩＰ通信網サービス契約に関する技術上又は業務の遂行上やむを

えない理由があるときは、メールアドレスを変更していただくことがあります。

この場合、あらかじめそのことをＩＰ通信網サービス契約者に通知します。 
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10 ＩＰ通信網サービス契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当を

行ったメールアドレスを使用するものも含みます。）について、他の電気通信

事業者から異議申立てがあり、そのＩＰ通信網サービス契約者からの電子メ

ールの転送機能を継続して行うことについてＩＰ通信網サービスの提供に重

大な支障があると認められたときは、当社が、そのＩＰ通信網サービス契約者

からの電子メールの転送を停止することがあります。 

11 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線についてＩＰ通信網サービスの利

用停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積されている電子メー

ルを消去する場合があります。この場合、消去した電子メールの復元はでき

ません。 

12 当社は、技術上、又は業務遂行上やむを得ない理由があるときは本機能

を廃止することがあります。 

  

13 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（11 の規定により現に蓄

積している情報の転送停止若しくは消去又は電子メールの利用の廃止を行

ったことに伴い発生する損害を含みます。）については、責任を負いません。

基

本

額

１のホームページアド

レスごとに 
300円（315円）

２  ホームペー

ジ開設機能

の提供 

当社が設置するホームページ情

報蓄積装置上に、インターネット

上への情報発信画面（以下ホー

ムページといいます。）を作成で

きる機能 
加

算

額

１のホームページ蓄積

容量５ＭＢ追加ごとに 
150円（157円）

1 この機能は、１の契約者回線につき１のホームページアドレスを割り当てる

ものとします。 

2 1のホームページに蓄積できるホームページの情報量は、当社が別に定め

る容量の範囲内とします。 

3 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用する１のホームページアドレスごとに５Ｍ

Ｂ単位で最大４０ＭＢまで蓄積容量の追加を請求することができます。 

4 ホームページ開設機能に係るその他の提供条件については、当社が別に

定めるところによります。 

5 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線について、ＩＰ通信網サービスの利

用停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積しているホームペー

ジを消去する場合があります。この場合、消去したホームページの復元はで

きません。 

6 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときその

他ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上著しい支障がある

ときは、現にホームページとして蓄積している情報の転送を停止し、又は消

去することがあります。 

 備

考

7 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害し、公序良俗に反し、又は法

令に反する態様でホームページが利用されていると認めた場合は、現にホ

ームページとして蓄積している情報の転送を停止することがあります。 
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8 当社は、7の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送を

停止されたＩＰ通信網サービス契約者が、なおその事実を解消しないとき

は、そのＩＰ通信網サービス契約者に係るホームページ開設機能の利用の

廃止を行うことがあります。 

9 7 から 8 までの規定により、現にホームページとして蓄積されている情報の

転送の停止若しくは消去又はホームページの利用の廃止を行う場合は、当

社はあらかじめ、そのことをＩＰ通信網サービス契約者に通知します。ただ

し、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

10 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が一定期間ホームページの情報の蓄

積を行わないときは、そのＩＰ通信網サービス契約者にホームページの利用

の廃止を行うことがあります。この場合は、当社はあらかじめ、そのことをＩＰ

通信網サービス契約者に通知します。 

11 当社が別に定める IP アドレスの提供条件、又は利用可能なインターネット

プロトコルの制限などにより、インターネット上のサービスを利用できないこと

があります。 

12 当社は、技術上又は業務遂行上やむを得ない理由があるときは本機能を

廃止することがあります。 

13 当社は、ホームページの利用に伴い発生する損害（5から8までの規定及

び 10 の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送の停

止若しくは消去又はホームページの利用の廃止を行ったことに伴い発生

する損害を含みます。）については、責任を負いません。 

14 当社の責めに帰さない理由で、本サービスを提供できなかった場合、当

社はＩＰ通信網サービス契約者がサービスを利用できないことにより生じた

直接損害及びそれに係わる逸失利益を含む間接損害について一切賠償

責任を負わないものとします。 

  

15 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が本サービスを利用することにより他者

との間で生じたトラブル等に関して、一切責任を負わないものとします。 

基

本

額

サーバホスティング 

１機能ごとに 

4,900円

（5,145円）

追加ディスク  

１単位ごとに 

1,000円

（1,050円）

３ サーバホステ

ィング機能の

提供 

当社が設置する電子メール及び

ホームページの情報蓄積装置を

利用して、電子メール並びにホ

ームページの蓄積及び転送を行

う機能 
加

算

額
追加メールアドレス 

１単位ごとに 

500円

（525円）

1 この機能は、１の契約者回線につき１のサーバホスティングを提供します。 

2 サーバホスティング１機能あたりの蓄積容量、電子メールアドレス数等は当

社が別に定めるところによります。 

 備

考

3 追加ディスク１単位あたりの蓄積容量、追加メールアドレス１単位あたりのメ

ールアドレス数等は当社が別に定めるところによります。 
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  4 ＩＰ通信網サービス契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当を

行ったメールアドレスを使用するものも含みます。）について、他の電気通

信事業者から異議申立てがあり、そのＩＰ通信網サービス契約者からの電子

メールの転送機能を継続して行うことについてＩＰ通信網サービスの提供に

重大な支障があると認められたときは、当社が、そのＩＰ通信網サービス契約

者からの電子メールの転送を停止することがあります。 

  5 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線についてＩＰ通信網サービスの利用

停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積されている電子メール

が消去される場合があります。 

  6 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときその

他ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上著しい支障がある

ときは、現にホームページとして蓄積している情報の転送を停止することが

あります。 

  7 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害し、公序良俗に反し、又は法

令に反する態様でホームページが利用されていると認めた場合は、現にホ

ームページとして蓄積している情報の転送を停止することがあります。 

  8 当社は、7の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送を

停止されたＩＰ通信網サービス契約者が、なおその事実を解消しないとき

は、そのＩＰ通信網サービス契約者に係るホームページ開設機能の利用の

停止を行うことがあります。 

  9 当社の責めに帰さない理由で、本サービスを提供できなかった場合、当社

はＩＰ通信網サービス契約者がサービスを利用できないことにより生じた直

接損害及びそれに係わる逸失利益を含む間接損害について一切賠償責

任を負わないものとします。 

  10 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が本サービスを利用することにより他者

との間で生じたトラブル等に関して、一切責任を負わないものとします。 
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（２）タイプ２に係るもの          月額 

区 分 単 位 料金額（税込額）

基本額
1のメールアドレス 

利用ごとに 
無料 

1 のメールアドレス 

追加ごとに 
100 円（105 円）

当社が設置する電子メール

情報蓄積装置を利用して電

子メールの蓄積、読み出し

又は転送等を行うことができ

る機能 
加算額

1のメール蓄積容量５

ＭＢ追加ごとに 
150円（157 円） 

1 この機能は、1の契約者回線につき1のメールアドレスを割り当てるものとし

ます。 

2 1 のメールアドレスにおいて利用できるメール情報蓄積容量は、当社が別

に定める容量の範囲内とします。 

3 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用するメールアドレスの数及び 1 のメール

アドレスにおいて利用できるメール情報蓄積容量の変更を請求することがで

きます。 

4 メールアドレスの数は、当社が別に定める数量の範囲内で追加することが

できます。 

5 メール情報蓄積容量は、1 のメールアドレスごとに５ＭＢ単位で最大１５ＭＢ

まで追加することができます。 

6 蓄積された電子メールは、６０日間経過した後、消去します。 

7 電子メール機能に係るその他の提供条件については、当社が別に定める

ところによります。 

8 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用しているメールアドレスの変更を請求す

ることができます。 

 この場合、第4表（事務手数料等）第2（料金額）の （1）のウに規定する手数

料を支払っていただきます。 

9 当社は、ＩＰ通信網サービス契約に関する技術上又は業務の遂行上やむを

えない理由があるときは、メールアドレスを変更していただくことがあります。

この場合、あらかじめそのことをＩＰ通信網サービス契約者に通知します。 

10 ＩＰ通信網サービス契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当を

行ったメールアドレスを使用するものも含みます。）について、他の電気通信

事業者から異議申立てがあり、そのＩＰ通信網サービス契約者からの電子メ

ールの転送機能を継続して行うことについてＩＰ通信網サービスの提供に重

大な支障があると認められたときは、当社が、そのＩＰ通信網サービス契約者

からの電子メールの転送を停止することがあります。 

11 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線についてＩＰ通信網サービスの利

用停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積されている電子メー

ルを消去する場合があります。この場合、消去した電子メールの復元はでき

ません。 

１  電子メール

機能の提供 

 

備

考

12 当社は、技術上、又は業務遂行上やむを得ない理由があるときは本機能

を廃止することがあります。 
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  13 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（11 の規定により現に蓄

積している情報の転送停止若しくは消去又は電子メールの利用の廃止を行

ったことに伴い発生する損害を含みます。）については、責任を負いません。

 

基本額
１のホームページアドレ

スごとに 
無料

２ ホームペー

ジ開設機能

の提供 

当社が設置するホームペー

ジ情報蓄積装置上に、イン

ターネット上への情報発信

画面（以下ホームページとい

います。）を作成できる機能 加算額
１のホームページ蓄積

容量５ＭＢ追加ごとに 
150円（157円）

1 この機能は、１の契約者回線につき１のホームページアドレスを割り当てる

ものとします。 

2 1のホームページに蓄積できるホームページの情報量は、当社が別に定め

る容量の範囲内とします。 

3 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用する１のホームページアドレスごとに５Ｍ

Ｂ単位で最大４０ＭＢまで蓄積容量の追加を請求することができます。 

4 ホームページ開設機能に係るその他の提供条件については、当社が別に

定めるところによります。 

5 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線について、ＩＰ通信網サービスの利

用停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積しているホームペー

ジを消去する場合があります。この場合、消去したホームページの復元はで

きません。 

6 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときその

他ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上著しい支障がある

ときは、現にホームページとして蓄積している情報の転送を停止し、又は消

去することがあります。 

7 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害し、公序良俗に反し、又は法

令に反する態様でホームページが利用されていると認めた場合は、現にホ

ームページとして蓄積している情報の転送を停止することがあります。 

8 当社は、7の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送を

停止されたＩＰ通信網サービス契約者が、なおその事実を解消しないとき

は、そのＩＰ通信網サービス契約者に係るホームページ開設機能の利用の

廃止を行うことがあります。 

9 7 から 8 までの規定により、現にホームページとして蓄積されている情報の

転送の停止若しくは消去又はホームページの利用の廃止を行う場合は、当

社はあらかじめ、そのことをＩＰ通信網サービス契約者に通知します。ただ

し、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 備

考

10 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が一定期間ホームページの情報の蓄

積を行わないときは、そのＩＰ通信網サービス契約者にホームページの利用

の廃止を行うことがあります。この場合は、当社はあらかじめ、そのことをＩＰ

通信網サービス契約者に通知します。 
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11 当社が別に定める IP アドレスの提供条件、又は利用可能なインターネット

プロトコルの制限などにより、インターネット上のサービスを利用できないこと

があります。 

12 当社は、技術上又は業務遂行上やむを得ない理由があるときは本機能を

廃止することがあります。 

13 当社は、ホームページの利用に伴い発生する損害（5から8までの規定及

び 10 の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送の停

止若しくは消去又はホームページの利用の廃止を行ったことに伴い発生

する損害を含みます。）については、責任を負いません。 

14 当社の責めに帰さない理由で、本サービスを提供できなかった場合、当

社はＩＰ通信網サービス契約者がサービスを利用できないことにより生じた

直接損害及びそれに係わる逸失利益を含む間接損害について一切賠償

責任を負わないものとします。 

  

15 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が本サービスを利用することにより他者

との間で生じたトラブル等に関して、一切責任を負わないものとします。 

基本額 
サーバホスティング 

１機能ごとに 

4,900円

（5,145円）

追加ディスク  

１単位ごとに 

1,000円

（1,050円）

３ サーバホステ

ィング機能の

提供 

当社が設置する電子メール及

びホームページの情報蓄積装

置を利用して、電子メール並

びにホームページの蓄積及び

転送を行う機能 加算額 
追加メールアドレス 

１単位ごとに 

500円

（525円）

1 この機能は、１の契約者回線につき１のサーバホスティングを提供します。 

2 サーバホスティング１機能あたりの蓄積容量、電子メールアドレス数等は当

社が別に定めるところによります。 

 備

考

3 追加ディスク１単位あたりの蓄積容量、追加メールアドレス１単位あたりのメ

ールアドレス数等は当社が別に定めるところによります。 

  4 ＩＰ通信網サービス契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当を

行ったメールアドレスを使用するものも含みます。）について、他の電気通

信事業者から異議申立てがあり、そのＩＰ通信網サービス契約者からの電子

メールの転送機能を継続して行うことについてＩＰ通信網サービスの提供に

重大な支障があると認められたときは、当社が、そのＩＰ通信網サービス契約

者からの電子メールの転送を停止することがあります。 

  5 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線についてＩＰ通信網サービスの利用

停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積されている電子メール

が消去される場合があります。 

  6 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときその

他ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上著しい支障がある

ときは、現にホームページとして蓄積している情報の転送を停止することが

あります。 

  7 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害し、公序良俗に反し、又は法

令に反する態様でホームページが利用されていると認めた場合は、現にホ

ームページとして蓄積している情報の転送を停止することがあります。 
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  8 当社は、7の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送を

停止されたＩＰ通信網サービス契約者が、なおその事実を解消しないとき

は、そのＩＰ通信網サービス契約者に係るホームページ開設機能の利用の

停止を行うことがあります。 

  9 当社の責めに帰さない理由で、本サービスを提供できなかった場合、当社

はＩＰ通信網サービス契約者がサービスを利用できないことにより生じた直

接損害及びそれに係わる逸失利益を含む間接損害について一切賠償責

任を負わないものとします。 

  10 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が本サービスを利用することにより他者

との間で生じたトラブル等に関して、一切責任を負わないものとします。 
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（３）タイプ３に係るもの          月額 

区 分 単 位 料金額（税込額） 

メールホスティング 

１機能ごとに 
1,000円（1,050円）

１ 電子メール・

ホームページ

機能の提供 

当社が設置する電子メール及び

ホームページの情報蓄積装置を

利用して、電子メール並びにホ

ームページの蓄積及び転送を行

う機能 
ウェブホスティング 

１機能ごとに 
1,000円（1,050円）

1 この機能は、メールホスティング及びウェブホスティングを提供します。 

2 メールホスティング 1 機能により、当社が提供する電子メールアドレスの数

は当社が別に定めるところによります。この場合１のメールアドレスあたりの

電子メール蓄積容量は当社が別に定めるところによります。 

3 ウェブホスティング 1 機能により、当社は１のホームページアドレスを提供し

ます。この場合ホームページ蓄積容量は当社が別に定めるところによりま

す。 

 備

考

4 ＩＰ通信網サービス契約者は、利用しているメールアドレスの変更を請求す

ることができます。 

 この場合、第4表（事務手数料等）第2（料金額）の （1）のウに規定する手数

料を支払っていただきます。 

  5 当社は、ＩＰ通信網サービス契約に関する技術上又は業務の遂行上やむを

えない理由があるときは、メールアドレスを変更していただくことがあります。

この場合、あらかじめそのことをＩＰ通信網サービス契約者に通知します。 

  6 ＩＰ通信網サービス契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当を

行ったメールアドレスを使用するものも含みます。）について、他の電気通

信事業者から異議申立てがあり、そのＩＰ通信網サービス契約者からの電子

メールの転送機能を継続して行うことについてＩＰ通信網サービスの提供に

重大な支障があると認められたときは、当社が、そのＩＰ通信網サービス契約

者からの電子メールの転送を停止することがあります。 

  7 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線についてＩＰ通信網サービスの利用

停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積されている電子メールを

消去する場合があります。この場合、消去した電子メールの復元はできませ

ん。 

  8 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（6 の規定により現に蓄積

している情報の転送停止若しくは消去又は電子メールの利用の廃止を行っ

たことに伴い発生する損害を含みます。）については、責任を負いません。 

  9 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者回線について、ＩＰ通信網サービスの利

用停止又は利用の一時中断があったときは、既に蓄積しているホームペー

ジを消去する場合があります。この場合、消去したホームページの復元はで

きません。 

  10 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときそ

の他ＩＰ通信網サービス契約に関する当社の業務の遂行上著しい支障があ

るときは、現にホームページとして蓄積している情報の転送を停止し、又は

消去することがあります。 



 
 

－63－ 

  11 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害し、公序良俗に反し、又は法

令に反する態様でホームページが利用されていると認めた場合は、現にホ

ームページとして蓄積している情報の転送を停止することがあります。 

  12 当社は、11 の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転

送を停止されたＩＰ通信網サービス契約者が、なおその事実を解消しないと

きは、そのＩＰ通信網サービス契約者に係るホームページ開設機能の利用

の廃止を行うことがあります。 

  13 11から12までの規定により、現にホームページとして蓄積されている情報

の転送の停止若しくは消去又はホームページの利用の廃止を行う場合は、

当社はあらかじめ、そのことをＩＰ通信網サービス契約者に通知します。ただ

し、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

  14 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が一定期間ホームページの情報の蓄

積を行わないときは、そのＩＰ通信網サービス契約者にホームページの利用

の廃止を行うことがあります。この場合は、当社はあらかじめ、そのことをＩＰ

通信網サービス契約者に通知します。 

  15 当社が別に定める IP アドレスの提供条件、又は利用可能なインターネット

プロトコルの制限などにより、インターネット上のサービスを利用できないこと

があります。 

  16 当社は、ホームページの利用に伴い発生する損害（9 から 12 までの規定

及び 14 の規定により現にホームページとして蓄積している情報の転送の停

止若しくは消去又はホームページの利用の廃止を行ったことに伴い発生す

る損害を含みます。）については、責任を負いません。 

  17 当社は、技術上又は業務遂行上やむを得ない理由があるときは本機能を

廃止することがあります。 

  18 当社の責めに帰さない理由で、本サービスを提供できなかった場合、当

社はＩＰ通信網サービス契約者がサービスを利用できないことにより生じた

直接損害及びそれに係わる逸失利益を含む間接損害について一切賠償

責任を負わないものとします。 

  19 当社は、ＩＰ通信網サービス契約者が本サービスを利用することにより他者

との間で生じたトラブル等に関して、一切責任を負わないものとします。 
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第２表  回線接続装置等使用料 

 

第１ 適 用 

  回線接続装置の適用については、第 54 条(回線接続装置の提供等)の規定によるほか、次のとおり

とします。 

区 分 内   容 

回線接続装置に係る

料金の適用 

当社は、その契約者回線の終端（利用回線に係るものを含みます）に回線

接続装置を設置します。その場合、回線接続装置に係る料金額を適用し

ます。但し、回線接続装置の利用の一時中断期間はこの限りではありませ

ん。 

 

 

第２ 回線接続装置使用料の額 

 

１ 有線アクセスサービスに係るもの 

        月額 

区 分 単 位 料金額（税込額） 

回線接続装置使用料 １台ごとに 500 円（525 円）

変復調装置使用料 １台ごとに 500 円（525 円）

集合型回線終端装置使用料 １回線ごとに 500 円（525 円）

 

２ 無線アクセスサービスに係るもの 

        月額 

区 分 単 位 料金額（税込額） 

回線接続装置使用料 １台ごとに 600 円（630 円）

 

 

３ ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの 

月額 

区 分 単 位 料金額（税込額） 

（ｱ）（ｲ）以外のもの １台ごとに 500 円（525 円）変復調装置 

使用料 （ｲ）ＩＰ電話サービスに対応したもの １台ごとに 780 円（819 円）

 

４ ビジネスＶＰＮサービスに係るもの 

月額 

区 分 単 位 料金額（税込額） 

回線接続装置使用料 １台ごとに 500 円（525 円）

変復調装置使用料 １台ごとに 500 円（525 円）

 



 
 

－65－ 

第３表 工事に関する費用 

 

第１ 工事費 

 

１ 適 用 

ＩＰ通信網サービスに係る工事費の適用については、第 89 条(工事費の支払義務)の規定によるほか

次のとおりとします。 

区  分 内    容 

(1) 工事費の適用 ア 工事費は、回線接続装置の設置等に係る工事及び契約者回線の撤去に

係る工事について、１の工事ごとに適用します。 

(2) 移転等の場合

の工事費の適

用 

ア 移転等の工事費は、契約者回線の撤去に係る工事及び移転先の回線接

続装置の設置等に係る工事について適用します。 

(3) 工事費の適用 ア 工事費の区分は次のとおりとします。 

 区分 工事費の区分 適  用 

 (ｱ) 回線接続装置の設

置等に係る工事 

回線接続装置の設置、クロージャーから回

線接続装置まで間の電気通信設備に適用

します。 

 (ｲ) 契約者回線の撤去

に係る工事 

当社が提供する契約者回線の撤去の場合

に適用します。（但し、無線アクセスサービ

スに係るものに限ります。） 

 

 

(ｳ)回線調整等に係る工

事 

利用回線について、西日本電信電話株式

会社が回線調整（西日本電信電話株式会

社の契約約款に規定する「回線調整」をい

います。以下同じとします。）を行った場合

に適用します。 

基本額は、基本工事費に回線収容替えを

行う場合の工事費及びブリッジタップはずし

を行う場合の工事費を加算して適用しま

す。 

１の者からの申込み又は請求により同一の

利用回線に同時に２以上の回線調整工事

を実施する場合は、基本工事の部分に限

り、それらの工事を１工事とみなして適用し

ます。 

 (ｴ) 保安器の変更に係

る工事 

西日本電信電話株式会社が保安器の変更

（回線調整工事と合わせて保安器の変更を

行う場合を除きます。）を行った場合に適用

します。 

  

(4) 工事費の減額

適用 

ア 当社は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、工事の態様等を勘案して、

その工事費の額を減額して適用することがあります。 
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備考 同一利用場所における契約者回線の移設等に伴い工事を要する場合には、その工事に要

した費用を支払っていただきます。 

２ 工事費の額 

 

ア．有線アクセスサービスに係るもの 

区   分 単  位 工事費の額（税込額） 

回線接続装置の場合 １の工事ごとに 22,000 円（23,100 円）

変復調装置の場合 １の工事ごとに 7,000 円（7,350 円）

(1) 回線接続

装置の設置

等に係る工事 集合型回線終端装置の場合 １の工事ごとに 7,000 円（7,350 円）

備考 上記工事に伴い特別な工事を要する場合には、その工事に要した費用を支払っていただき

ます。 

 

イ．無線アクセスサービスに係るもの 

区   分 単  位 工事費の額（税込額） 

(1) 回線接続装置の設置に係る工事 １の工事ごとに 22,000 円（23,100 円）

(2) 契約者回線の撤去に係る工事 １の工事ごとに 7,000 円（7,350 円）

備考 上記工事に伴い特別な工事を要する場合には、その工事に要した費用を支払っていただき

ます。 

 

ウ．ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの 

区   分 単  位 工事費の額（税込額） 

(1) 回線調整等に係る工事 １の工事ごとに 10,800 円（11,340 円）

 回線収容替えを行う場合 １の工事ごとに 9,600 円（10,080 円）

 ブリッジタップはずしを行う場合 １の工事ごとに 9,900 円（10,395 円）

 

回線調整工事と合わせて保安

器の変更を行う場合の加算額 １の工事ごとに 2,800 円（2,940 円）

(2) 保安器の変更に係る工事 １の工事ごとに 8,300 円（8,715 円）

備考  

１  「回線収容替え」とは、西日本電信電話株式会社の契約約款に規定する「回線収容替え」を、

「ブリッジタップはずし」とは同契約約款に規定する「ブリッジタップはずし」をいいます。 

２ 当社は、回線調整（保安器の変更を除きます。）の結果について西日本電信電話株式会社から

通知を受け、その専用契約者に通知します。 

  ただし、回線調整等について、その実施によってもＤＳＬ方式に起因する事象が発生しなくなる

ことを保証するものではありません。 

３ 回線調整等の結果、契約者回線等の通信の状態に全く改善が見られなかった場合、回線調整

等に係る工事費は適用しません。 

  ただし、この場合において、保安器の変更を行ったときは、保安器の変更に係る工事を行ったも

のとみなして、保安器の変更に係る工事費を適用します。 

４ 保安器の変更に係る工事について、その実施によってもＤＳＬ方式に起因する事象が発生しなく

なることを保証するものではありません。 
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エ．ビジネスＶＰＮサービスに係るもの 

区   分 単  位 工事費の額（税込額） 

回線接続装置の場合 １の工事ごとに 22,000 円（23,100 円）(1) 回線接続装置の

設置等に係る工事 変復調装置の場合 １の工事ごとに 7,000 円（7,350 円）

(2)ビジネスＶＰＮ装置の設置等に係る工事 １の工事ごとに 25,000 円（26,250 円）

新設の場合 1 の工事ごとに 50,000 円（52,500 円）(3)グループＶＰＮ機能に

係る工事 アクセス回線の

追加等の場合 
1 の工事ごとに 

10,000 円(10,500 円)

備考 上記工事に伴い特別な工事を要する場合には、その工事に要した費用を支払っていただき

ます。 
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第２ 線路設置費 

 

１ 適 用 

 線路設置費の適用については、第 90 条(線路設置費の支払義務)の規定によるほか次のとおり

とします。 

区 分 内   容 

(1) 線路設置費の適用 ア 線路設置費は、区域外線路について適用します。 

イ 移転後の契約者回線の終端が区域外となる場合であって、移転前の区域

外線路の一部を使用するときは、その部分を除いた区域外線路の部分に限

り、線路設置費を適用します。 

ア ＩＰ通信網サービス契約者が現に利用している当社の電気通信サービスに

係る契約を解除すると同時に、新たにＩＰ通信網サービス契約を締結して、

その場所でＩＰ通信網サービスの提供を受ける場合の線路設置費の額は、

次のとおりとします。 

ただし、区域外線路の新設の工事を要するときは、この差額負担の規定

は適用しません。 

 新たに提供を受け

るＩＰ通信網サービ

スの線路設置費

の額 

－

解除する電気通信

サービスに係る契

約を新たに締結す

るとみなした場合

の線路設置費の額

＝

線路設置費の額

（残額があるときに

限ります。） 

イ ＩＰ通信網サービスの品目の変更の場合の線路設置費の額は、次のとおり

とします。 

ただし、区域外線路の新設の工事を要するときは、この差額負担の規定

は適用しません。 

 変更後の品目の

契約者回線を新

設するときの線路

設置費の額 

－

変更前の品目の契

約者回線を新設す

るときの線路設置

費の額 

＝

線路設置費の額

（残額があるときに

限ります。） 

(2) 線路設置費の差額

負担 

 

 

２ 線路設置費の額 

１契約者回線につき区域外線路 100m までごとに 

区 分 線路設置費の額（税込額） 

線路設置費 78,000 円（81,900 円）
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第３ 設備費 

 

１ 適 用 

設備費の適用については、第 70 条(設備費の支払義務)の規定によるほか次のとおりとし

ます。 

区 分 内   容 

設備費の適用 設備費は、特別な電気通信設備の部分について適用します。 

 

２ 設備費の額 

区 分 設備費の額 

設備費の額 別に算定する実費 
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第４表 事務手数料等 

 

第１ 適用 

   手続きに関する料金の適用については、次のとおりとします。 

区 分 内  容 

(1) 事務手数料に

係る料金の適用 

ア ＩＰ通信網サービス契約の申込みをし、その承諾を受けたときに契約事務手

数料を適用します。 

イ  ＩＰ通信網サービス契約者からの請求により、ＩＰ通信網サービス契約（有線

アクセスサービスに限ります。）の利用の一時中断を行う場合は、ＩＰ通信網サー

ビス契約者は２（料金額）に規定する一時中断手数料の支払いを要します。 

ウ ＩＰ通信網サービス契約者からの請求により、付加機能の内容の変更を行う場

合は、ＩＰ通信網サービス契約者は２（料金額）に規定する登録変更手数料の支

払いを要します。 

エ ＩＰ通信網サービス契約者からの請求により、当社のＤＮＳ等の設定又はＪＰＮ

ＩＣ及びＪＰＲＳへの代行申請等を行う場合は、２（料金額）に規定するＤＮＳ設定

手数料、ドメイン名申請手数料又はその他手数料の支払いを要します。 

(2) 事務手数料の

適用除外又は減

額等 

ア 当社は、２（料金額）の規定にかかわらず、事務処理の態様等を勘案して、別

に定めるところにより、手続きに関する料金の適用を除外し、又は、その額を減

額して適用することがあります。 

(3)ＡＤＳＬ接続申込

手数料に係る料

金の適用 

ア ＡＤＳＬアクセスサービス契約の申込みをし、その承諾を西日本電信電話会

社から受けたときに適用します。 

(3)ＡＤＳＬ変更手数

料に係る料金の

適用 

ア ＡＤＳＬアクセスサービスの変復調装置の変更、契約者回線の移転、及び品

目の変更を行ったときに適用します。 
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第２ 料金額 

 
（１）契約事務手続きに係るもの 

種 別 単 位 料金額（税込額） 

ア 契約事務手数料  １契約ごとに 3,000 円（3,150 円）

イ 一時中断手数料  １請求ごとに 5,000 円（5,250 円）

ウ 登録変更手数料 ｻｰﾊﾞﾎｽﾃｨﾝｸﾞ機能に係わる

もの 

１設定ごとに 1,000 円（1,050 円）

 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽの変更に係わるも

の 

１設定ごとに      500円（  525円）

エ ＡＤＳＬ接続申込手数料 １設定ごとに 800 円（840 円）

変復調装置の変更に係わる

もの 

１変更ごとに 2,000 円（2,100 円）

契約者回線の移転に係わ

るもの 

１変更ごとに 2,300 円（2,415 円）

オ ＡＤＳＬ変更手数料 

 

品目の変更に係わるもの １変更ごとに 2,000 円（2,100 円）

（注）イの登録変更手数料は、付加機能料金タイプ１で３ホスティングサービス機能を利用するＩＰ通信網

サービス契約者が追加ディスク及び追加アドレスの変更に係る申込みを行った場合に限り適用します。 

但し、同時に複数単位追加申込みの場合は１設定の料金とします。 

 

（２）ＤＮＳ等の設定に係るもの 

種 別 区分 単 位 料金額（税込額） 

ア DNS 設定手数料 当社のＤＮＳ環境に、ＩＰ通信

網サービス契約者のＤＮＳを

設定又は変更することが必

要となる場合 

１ドメイン名ごとに 10,000 円（10,500 円）

 

（３）ドメイン名申請手続きに係るもの 

種 別 区分 単 位 料金額（税込額） 

ア ドメイン名申請手数

料 

ドメイン名に係るＪＰＲＳへの

代行申請手数料 

１ドメイン名新規お

よび追加申請ごと

6,000 円（6,300 円）

 

（４）ドメイン指定事業者変更にかかるもの 

種 別 区分 単 位 料金額料（税込額）

ア ドメイン指定事業者

変更手数料 

ドメイン名に係るＪＰＮＩＣ及び

ＪＰＲＳへの指定事業者変更

申請手数料 

１ドメイン名変更申

請ごと 

6,000 円（6,300 円）

 

（５）ドメイン名保守手数料にかかるもの          月額 

種 別 区分 単 位 料金額（税込額） 

ア ドメイン名保守手数

料 

- １ドメイン名ごとに 500 円（525 円）
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（６）ＩＰアドレス割当申請手数料にかかるもの 

種 別 区分 単 位 料金額（税込額） 

ア ＩＰアドレス申請手数

料 

ＩＰアドレス割当てに係るＪＰＮ

ＩＣへの代行申請手数料 

１新規ごと 1,000 円（1,050 円）
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附 則（平成１５年１０月２０日 ＥＣ発ＩＮ計第６５号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 15 年 11 月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 平成15年11月１日から平成16年１月31日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通信

網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始し

た日の属する暦月の翌暦月から起算して１２ヶ月間のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第

１表（料金）２料金額２－１－１コース１に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 3,400 円（3,570 円） 

３ 平成15年11月１日から平成16年１月31日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通信

網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスに係る回線接続

装置の設置等に係る工事費について、料金表第３表（工事に関する費用）２工事費の額ア回線接続装

置の設置等に係る工事に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

区 分 単 位 工事費の額（税込額） 

(1)回線接続装置の設置等に係る工事 1 の工事ごとに 0 円（0 円） 

 
附 則（平成１６年１月２１日 ＥＣ発ＩＮ計第１１８号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 2 月１日から実施します。 

 （その他） 

２ ＥＣ発ＩＮ計第６５号（平成 15年 10月 20日）の附則第 2項（経過措置）中「平成 15年 11月 1日から

平成 16年１月 31日までの間」を「平成 15年 11 月 1日から平成 16年 3月 31日までの間に」に改めま

す。 

 

附 則（平成 16 年 3 月 10 日 ＩＮ事計第 155 号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 4 月１日から実施します。 

 （その他） 

２ ＥＣ発ＩＮ計第６５号（平成 15年 10月 20日）の附則第 2項（経過措置）中「平成 15年 11月 1日から

平成 16 年１月 31 日までの間」を「平成 15 年 11 月 1 日から平成 16 年 5 月 5 日までの間に」に改めま

す。 

 

附 則（平成 16 年 4 月 12 日 ＩＮ事計第 2号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 4 月 15 日から実施します。 

 

附 則（平成 16 年 4 月 12 日 ＩＮ事計第 2号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 5 月 6日から実施します。 
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附 則（平成 16 年 4 月 28 日 ＩＮ事計 17 号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 5 月 6日から実施します。 

 
附 則（平成 16 年 5 月 28 日 ＩＮ事計第 38 号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 6 月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 平成 16年 6月１日から平成 16年 8月 31日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通信

網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始し

た日の属する暦月から起算して１３ヶ月間（ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日がその暦月の１日の

場合は 12 ヶ月間）のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）２料金額２－１－１コ

ース１に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 3,400 円（3,570 円） 

３ 平成 16年 6月１日から平成 16年 8月 31日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通信

網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスに係る回線接続

装置の設置等に係る工事費について、料金表第３表（工事に関する費用）２工事費の額ア回線接続装

置の設置等に係る工事に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

区 分 単 位 工事費の額（税込額） 

(1)回線接続装置の設置等に係る工事 1 の工事ごとに 0 円（0 円） 

 

 

附 則（平成 16 年７月 26 日通企第 21 号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 7 月 30 日から実施します。 

 

附 則（平成 16 年７月 23 日通企第 16 号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 8 月 1日から実施します。 

 

附 則（平成 16 年 8 月 27 日通企第 40 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 9 月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 平成 16 年 9 月１日から平成 16 年 10 月 31 日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通

信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始

した日の属する暦月から起算して１３ヶ月間（ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日がその暦月の１日

の場合は 13 ヶ月間）のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）第１（有線アクセス

サービスに係るもの）２料金額２－１基本料に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用しま

す。 
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１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 3,400 円（3,570 円） 

３ 平成 16 年 9 月１日から平成 16 年 10 月 31 日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通

信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスに係る回線接

続装置の設置等に係る工事費について、料金表第３表（工事に関する費用）２工事費の額ア回線接続

装置の設置等に係る工事に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

区 分 単 位 工事費の額（税込額） 

(1)回線接続装置の設置等に係る工事 1 の工事ごとに 0 円（0 円） 

４ 平成 16年 9月１日から平成 16年 10月 31日までの間にＡＤＳＬアクセスサービス（品目が１Mbps の

ものを除く）に係るＩＰ通信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網

サービスの提供を開始した日の属する暦月から起算して４ヶ月間（ＩＰ通信網サービスの提供を開始した

日がその暦月の１日の場合は 3 ヶ月間）のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）

第３（ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの）２料金額に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適

用します。 

１契約者回線ごとに月額 

料金額（税込額） 

品 目 
そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に

係る利用回線が利用回線型サービス

に係るものであるとき 

そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に係

る利用回線が契約者回線型サービス

に係るものであるとき 

12Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

24Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

40Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

 
附 則（平成 16 年 10 月 26 日通企第 80 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 11 月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 平成 16 年 11 月１日から平成 17 年 1 月 31 日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通

信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始

した日の属する暦月から起算して１3 ヶ月間（ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日がその暦月の１日

の場合は 12 ヶ月間）のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）第１（有線アクセス

サービスに係るもの）２料金額２－１基本料に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用しま

す。 

 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 3,400 円（3,570 円） 

３ 平成 16年 11月１日から平成17年 1月 31日までの間に有線アクセスサービスコース１およびコース

5 に係るＩＰ通信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービス

に係る回線接続装置の設置等に係る工事費について、料金表第３表（工事に関する費用）２工事費の
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額ア回線接続装置の設置等に係る工事に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用しま

す。 

区 分 単 位 工事費の額（税込額） 

(1)回線接続装置の設置等に係る工事 1 の工事ごとに 0 円（0 円） 

４ 平成 16年 11月１日から平成 17年 1月 31日までの間にＡＤＳＬアクセスサービス（品目が１Mbps の

ものを除く）に係るＩＰ通信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網

サービスの提供を開始した日の属する暦月から起算して４ヶ月間（ＩＰ通信網サービスの提供を開始した

日がその暦月の１日の場合は 3 ヶ月間）のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）

第３（ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの）２料金額に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適

用します。 

１契約者回線ごとに月額 

料金額（税込額） 

品 目 
そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に

係る利用回線が利用回線型サービス

に係るものであるとき 

そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に係

る利用回線が契約者回線型サービス

に係るものであるとき 

12Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

24Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

40Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

 
附 則（平成 16 年 12 月 14 日通企第 117 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 12 月１5 日から実施します。 

 
附 則（平成 17 年 1 月 24 日通企第 140 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 17 年 2 月１日から実施します。 

（経過措置） 

２ 平成 17年 2月１日から平成 17年 2月 28日までの間に有線アクセスサービスコース１に係るＩＰ通信

網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始し

た日から起算して１2 ヶ月間のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）第１（有線ア

クセスサービスに係るもの）２料金額２－１基本料に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適

用します。 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 3,400 円（3,570 円） 

３ 平成 17 年 2 月１日から平成 17 年 2 月 28 日までの間に有線アクセスサービスコース１およびコース

5 に係るＩＰ通信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービス

に係る回線接続装置の設置等に係る工事費について、料金表第３表（工事に関する費用）２工事費の

額ア回線接続装置の設置等に係る工事に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用しま

す。 

区 分 単 位 工事費の額（税込額） 
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(1)回線接続装置の設置等に係る工事 1 の工事ごとに 0 円（0 円） 

４ 平成 17 年 2 月１日から平成 17 年 2 月 28 日までの間にＡＤＳＬアクセスサービス（品目が１Mbps の

ものを除く）に係るＩＰ通信網契約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網

サービスの提供を開始した日から起算して 3 ヶ月間のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第

１表（料金）第３（ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの）２料金額に規定する額に代えて、次表に規定する

料金額を適用します。 

１契約者回線ごとに月額 

料金額（税込額） 

品 目 
そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に

係る利用回線が利用回線型サービス

に係るものであるとき 

そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に係

る利用回線が契約者回線型サービス

に係るものであるとき 

12Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

24Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

40Mbps 165 円（173 円） 1,453 円（1,525 円）

5 当社のアステル電話サービス（ＭＥＧＡ ＥＧＧ64）契約に基づく契約者回線を利用している契約者
が、平成 17 年 2 月１日から平成 17 年 5 月 31 日までの間に同契約の解除を前提とし、新たに有線アク

セスサービスコース 1 に係るＩＰ通信網契約の申込みを行い、当社がその申込みを承諾した場合は、そ

のＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して１2 ヶ月間のＩＰ通信網契約に係る利用料につい

て、料金表第１表（料金）第１（有線アクセスサービスに係るもの）２料金額２－１基本料に規定する額に

代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 2,500 円（2,625 円） 

6 平成 17 年 2 月１日から平成 17 年 5 月 31 日までの間に有線アクセスサービスコース１およびコース
5 に係るＩＰ通信網契約の申込みする新たな契約者（以下「新契約者」といいます。）を、有線アクセスサ

ービス契約者（コース１およびコース 5 に限ります。以下「既契約者」といいます。）が紹介し、当社が新

契約者の申込みを承諾した場合は、新契約者のＩＰ通信網サービスの提供を開始した日の属する暦月

の翌月から起算して１2 ヶ月間の既契約者のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料

金）第１（有線アクセスサービスに係るもの）２料金額２－１基本料に規定する額から、次表に規定する料

金額を減額して適用します。但し、附則の平成１５年１０月２０日付け第 2項，平成１６年１月２１日付け第

2項，平成 16 年 3 月 10 日付け第 2項，平成 16 年 5 月 28 日付け第 2項，平成 16 年 8 月 27 日付け

第 2 項，平成 16 年 10 月 26 日付け第 2 項本附則第 2 項および第 5 項の料金額を適用している既契

約者については，その適用している料金額が終了する翌月から本項を適用します。 

 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 1,400 円（1,470 円） 

100Mbps ｺｰｽ 5 1,000 円（1,050 円） 

 
附 則（平成 17 年 2 月 2日通企第 146 号） 

（実施期日） 
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１ この改正規定は、平成 17 年 3 月１日から実施します。 

 （その他） 

２ 通企第 140 号（平成 17 年 1 月 24 日）の附則第 2項、第 3 項および第 4 項（経過措置）中「平成 17

年 2 月 1 日から平成 17 年 2 月 28 日までの間」を「平成 17 年 2 月 1 日から平成 17 年 5 月 31 日まで

の間に」に改めます。 

 
附 則（平成 17 年 3 月 31 日通企第 199 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 17 年 3 月 3１日から実施します。 
 
附 則（平成 17 年 3 月 25 日通企第 181 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 17 年 4 月１日から実施します。 

 
附 則（平成 17 年 5 月 23 日通企第 28 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 17 年 6 月１日から実施します。 

（経過措置） 

２ 平成 17 年 6 月１日から平成 17 年 8月 31 日までの間にＡＤＳＬアクセスサービスに係るＩＰ通信網契

約の申込みがあり、当社がその申込みを承諾した場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始した日

から起算して 12 ヶ月間のＩＰ通信網契約に係る利用料について、料金表第１表（料金）第３（ＡＤＳＬアク

セスサービスに係るもの）２料金額に規定する額に代えて、次表に規定する料金額を適用します。 

１契約者回線ごとに月額 

料金額（税込額） 

品 目 
そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に

係る利用回線が利用回線型サービス

に係るものであるとき 

そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に係

る利用回線が契約者回線型サービス

に係るものであるとき 

1Mbps 898 円（942 円） 2,153 円（2,260 円）

12Mbps 1,067 円（1,120 円） 2,322 円（2,438 円）

24Mbps 1,267 円（1,330 円） 2,522 円（2,648 円）

40Mbps 2,317 円（2,432 円） 3,572 円（3,750 円）

３ 当社アステル電話サービス（ＭＥＧＡＥＧＧ64）契約約款において、当社の提供区域改定に伴い同サ

ービスを利用できなくなる契約者が、本サービス（有線アクセスサービスおよびＡＤＳＬアクセスサービス

に限ります。）の利用契約を平成 17年 6月 1日から平成 17年 8月 3１日までの間に申し込まれた場合

の契約事務手数料については、無料とします。 

（その他） 

４ 通企第140号（平成17年1月24日）の附則第2項、第3項、第5項および第6項（経過措置）中「平

成 17 年 2 月 1 日から平成 17 年 5 月 31 日までの間」を「平成 17 年 2 月 1 日から平成 17 年 8 月 31

日までの間に」に改めます。 

５ 当社は、附則の平成 15年 10月 20日付け第 2項、平成 16年 1月 21日付け第 2項，平成 16年 3

月 10 日付け第 2 項、平成 16 年 5 月 28 日付け第 2 項、平成 16 年 8 月 27 日付け第 2 項および第 4

項、平成 16年 10月 26 日付け第 2項および第 4項、平成 17年 1月 24日付け第 2項、第 4項および

第 5 項の規定の適用を受けた者が、有線アクセスサービス又はＡＤＳＬアクセスサービスに係るＩＰ通信
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網サービス契約の解除を行った後に、その解除を行ったメニュー（有線アクセスサービスもしくはＡＤＳＬ

アクセスサービスをいいます。）と同一のメニューに係るＩＰ通信網サービス契約の申込みを平成 17 年 6

月 1 日から平成 17 年 8 月 31 日までの間に行った場合（その申込みに係る契約者回線等の終端の場

所がその解除に係る契約者回線等の終端の場所と同一となる場合とします。）は、この附則の第 2 項お

よび第 4項の規定を適用しません。 

 

附 則（平成 17 年 8 月 17 日営企第 23 号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 17 年 9 月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 平成 17 年 9 月１日から平成 18 年 3 月 31 日までの間に有線アクセスサービスコース１およびコース

5 に係るＩＰ通信網契約の申込みする新たな契約者（以下「新契約者」といいます。）を、有線アクセスサ

ービス契約者（コース１、コース５に限ります。）又はＡＤＳＬアクセスサービス契約者（以下「既契約者」と

いいます。）が紹介し、当社が新契約者の申込みを承諾した場合は、新契約者のＩＰ通信網サービスの

提供を開始した日の属する暦月の翌月から起算して１2 ヶ月間の既契約者のＩＰ通信網契約に係る利用

料について、料金表第 1 表（料金）第 1（有線アクセスサービスに係るもの）2 料金額 2-1 基本料又は、

料金表第1表（料金）第3（ＡＤＳＬアクセスサービスに係るもの）2料金額に規定する額から、次表に規定

する料金額を減額して適用します。但し、附則の平成 15 年 10 月 20 日付け第 2項、平成 16 年１月 21

日付け第 2 項、平成 16 年 3 月 10 日付け第 2 項、平成 16 年 5 月 28 日付け第 2 項、平成 16 年 8 月

27 日付け第 2項、平成 16 年 10 月 26 日付け第 2項、平成 17 年 1 月 24 日付け第 2項又は第 5項、

平成 17年 2月 2日付け第 2項、平成 17年 5月 23日付け第 2項（経過措置）又は第 4項の料金額を

適用している既契約者については，その適用している料金額が終了する翌月から本項を適用します。 

 

１契約者回線ごとに月額 

品目 細目 料金額（税込額） 

100Mbps ｺｰｽ 1 1,400 円（1,470 円） 

100Mbps ｺｰｽ 5 1,000 円（1,050 円） 

１契約者回線ごとに月額 
料金額（税込額） 

品 目 
そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に

係る利用回線が利用回線型サービス

に係るものであるとき 

そのＡＤＳＬアクセスサービス契約に係

る利用回線が契約者回線型サービス

に係るものであるとき 

1Mbps 1,000 円（1,050 円） 1,000 円（1,050 円）

12Mbps 1,000 円（1,050 円） 1,000 円（1,050 円）

24Mbps 1,000 円（1,050 円） 1,000 円（1,050 円）

40Mbps 1,000 円（1,050 円） 1,000 円（1,050 円）

 
 （その他） 

３ 通企第 140 号（平成 17 年 1 月 24 日）の附則第 2 項、第 3 項、第 5 項（経過措置）中「平成 17 年 2

月 1日から平成 17年 5月 31日までの間」を「平成 17年 2月 1日から平成 17年 10 月 31 日までの間

に」に改めます。 

４ 通企第 28 号（平成 17 年 5 月 23 日）の附則第 2項、第 3 項（経過措置）中「平成 17 年 6 月 1 日か
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ら平成 17 年 8 月 31 日までの間」を「平成 17 年 6 月 1 日から平成 17 年 10 月 31 日までの間に」に改

めます。 

 


